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４監第１３号 

令和４年(2022 年)8 月 25 日 

 

 茅野市長 今井 敦 様 

 

茅野市監査委員 山 﨑 文 男 

                      同    奥 原 正 夫 

                      同    伊 藤 玲 子 

 

 

   令和３年度茅野市一般会計及び特別会計歳入歳出決算 

   並びに基金の運用状況審査意見について（報告） 

 

 

 地方自治法第２３３条第２項及び第２４１条第５項の規定により、令和３年

度茅野市一般会計、特別会計歳入歳出決算及び付属書類並びに基金の運用状況

を審査したので、意見を付して報告いたします。 
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令和３年度 茅野市一般会計及び特別会計歳入歳出決算並びに 

基金の運用状況審査意見書 

 
第１ 審  査  対  象 

（１）一般会計及び特別会計 
 令和３年度茅野市一般会計歳入歳出決算 
 令和３年度茅野市国民健康保険特別会計歳入歳出決算 
 令和３年度茅野市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算 
  
（２）財産区特別会計 
 令和３年度茅野市北山湯川財産区特別会計歳入歳出決算 
 令和３年度茅野市北山柏原財産区特別会計歳入歳出決算 
 令和３年度茅野市米沢北大塩財産区特別会計歳入歳出決算 
 令和３年度茅野市泉野槻木財産区特別会計歳入歳出決算 
 令和３年度茅野市豊平上古田財産区特別会計歳入歳出決算 
 令和３年度茅野市宮川丸山財産区特別会計歳入歳出決算 
 令和３年度茅野市豊平下古田財産区特別会計歳入歳出決算 
 令和３年度茅野市外山財産区特別会計歳入歳出決算 
 令和３年度茅野市内山財産区特別会計歳入歳出決算 
 令和３年度茅野市鹿山財産区特別会計歳入歳出決算 
 令和３年度茅野市七ヶ耕地財産区特別会計歳入歳出決算 
 令和３年度茅野市豊平南大塩財産区特別会計歳入歳出決算 
 令和３年度茅野市豊平塩之目財産区特別会計歳入歳出決算 
 令和３年度茅野市豊平上場沢財産区特別会計歳入歳出決算 
 令和３年度茅野市玉川山田財産区特別会計歳入歳出決算 
 令和３年度茅野市玉川穴山財産区特別会計歳入歳出決算 
 令和３年度茅野市玉川中沢財産区特別会計歳入歳出決算 
 令和３年度茅野市泉野中道財産区特別会計歳入歳出決算 
 令和３年度茅野市泉野小屋場財産区特別会計歳入歳出決算 
 令和３年度茅野市米沢塩沢財産区特別会計歳入歳出決算 
 令和３年度茅野市泉野財産区特別会計歳入歳出決算 
 令和３年度茅野市玉川財産区特別会計歳入歳出決算 
 令和３年度茅野市湖東笹原財産区特別会計歳入歳出決算 
 令和３年度茅野市湖東白井出財産区特別会計歳入歳出決算 
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 令和３年度茅野市湖東堀財産区特別会計歳入歳出決算 
 令和３年度茅野市玉川粟沢財産区特別会計歳入歳出決算 
 令和３年度茅野市泉野大日影財産区特別会計歳入歳出決算 
 令和３年度茅野市湖東須栗平財産区特別会計歳入歳出決算 
 令和３年度茅野市豊平御作田財産区特別会計歳入歳出決算 
 令和３年度茅野市金沢財産区特別会計歳入歳出決算 
 令和３年度茅野市米沢埴原田財産区特別会計歳入歳出決算 
 令和３年度茅野市玉川菊沢財産区特別会計歳入歳出決算 
 令和３年度茅野市玉川北久保財産区特別会計歳入歳出決算 
 令和３年度茅野市北山芹ヶ沢財産区特別会計歳入歳出決算 
 令和３年度茅野市北山糸萱財産区特別会計歳入歳出決算 
 令和３年度茅野市湖東新井財産区特別会計歳入歳出決算 
 令和３年度茅野市湖東山口財産区特別会計歳入歳出決算 
 令和３年度茅野市湖東中村財産区特別会計歳入歳出決算 
 令和３年度茅野市湖東上菅沢財産区特別会計歳入歳出決算 
 令和３年度茅野市豊平下菅沢財産区特別会計歳入歳出決算 
 令和３年度茅野市豊平福沢財産区特別会計歳入歳出決算 
 令和３年度茅野市玉川子之神財産区特別会計歳入歳出決算 
 令和３年度茅野市玉川神之原財産区特別会計歳入歳出決算 
 令和３年度茅野市米沢鋳物師屋財産区特別会計歳入歳出決算 
 令和３年度茅野市湖東金山財産区特別会計歳入歳出決算 
 令和３年度茅野市金沢財産区鳴沢自然郷管理特別会計歳入歳出決算 
 

第２ 審  査  期  間 

 令和４年７月１１日から令和４年８月３日まで 
 

第３ 審 査 の 方 法 

 茅野市監査基準に基づきこの決算審査にあたっては、市長から提出された決算書類が

法令に規定された様式により作成されているか、係数に誤りはないか、予算の執行は的

確に行われているか、収入支出は関係法令に適合しているか等の諸事項について検討を

行い、会計管理者並びに関係部課長等から説明を聴取し、定期監査及び出納検査の結果

を参考にして審査を実施しました。 
 基金の運用状況については、基金出納簿、証書類と照合し、目的に従って確実かつ効

率的に運用されているか等を主眼として実施しました。 
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第４ 審 査 の 結 果 

 審査に付された各会計歳入歳出決算書、各会計歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関す

る調書、財産に関する調書及び基金運用状況調は、いずれも法令に規定された様式により作成

されており、記載数値は収入内訳簿、支出内訳簿、証書類、財産台帳等と符合し、正確である

と認められました。 
 また、各会計の決算内容及び予算執行状況については、適正であると認められました。 
 
１ 総  括 

（１）決算の概要 
  令和３年度の一般会計と特別会計（国民健康保険診療所特別会計、水道事業会計、下水道

事業会計及び財産区特別会計を除く）の予算総額は、３８，９９１，６３４千円（前年度対

比１．５％減）でこれに対する決算額は、 
  歳入 ３６，３５６，２０７千円（前年度対比６．２％減） 
  歳出 ３４，４６０，３８８千円（前年度対比８．３％減） 
 で、歳入歳出差引残額は１，８９５，８１９千円となっています。 
  なお、最近の３年における総計決算の状況は次表のとおりです。 
 
 
                                 （単位：千円） 

区 分 予算現額 収入済額（Ａ） 支出済額（Ｂ） 形式収支(A)-(B) 

３ 

年度 

一般 32,572,939 30,038,138 28,359,767 1,678,371 
特別 6,418,695 6,318,069 6,100,621 217,448 
計 38,991,634 36,356,207 34,460,388 1,895,819 

２ 

年度 

一般 33,380,462 32,554,296 31,590,645 963,651 
特別 6,219,945 6,218,834 6,007,585 211,249 
計 39,600,407 38,773,130 37,598,230 1,174,900 

元 

年度 

一般 27,377,237 26,595,196 25,927,173 668,023 
特別 6,672,406 6,685,416 6,529,285 156,131 
計 34,049,643 33,280,612 32,456,458 824,154 

   
 

上記の決算額と各会計の繰入、繰出しによる重複額を控除した純計決算額の推移を示すと

次表のとおりです。 
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（単位：千、％） 

区 分 
決    算    額 指  数 前年度 

増減率 ３年度 ２年度 元年度 ３年度 ２年度 
総 
計 

歳入 36,356,208 38,773,131 33,280,612  109.2 116.5 △6.2 
歳出 34,460,389 37,598,230 32,456,458  106.2  115.8 △8.3 

純 
計 

歳入 35,796,967 38,228,143 32,719,619  109.4 116.8 △6.4 
歳出 33,901,148 37,053,242 31,895,465  106.3 116.1 △8.5 

（注）指数は元年度を１００とします。 
 
 令和３年度は、総計では前年度に比較して、歳入が２，４１６，９２３千円で、６．２％

の減、歳出が３，１３７，８４１千円で、８．３％の減、純計では、歳入が２，４３１，１

７６千円で６．４％の減、歳出が３，１５２，０９４千円で、８．５％の減となっています。 
 
（２）決算収支状況 
  決算収支状況の推移を示すと、次表のとおりです。 
                               （単位：千円、％） 

区   分 ３年度 ２年度 元年度 前年度増減率 

形 式 収 支 
(歳入歳出差引額) 

一般会計 
特別会計 

1,678,371 
217,448 

963,651 
211,249 

668,023 
156,131 

74.2 
2.9 

計 1,895,819 1,174,900 824,154 61.4 
翌 年 度 へ  

繰り越すべき 
財    源 

一般会計 
特別会計 

177,433 
0 

85,037 
0 

109,480 
0 

108.7 
0 

計 177,433 85,037 109,480 108.7 

実 質 収 支 額 
一般会計 
特別会計 

1,500,938 
217,448 

878,614 
211,249 

558,543 
156,131 

70.8 
2.9 

計 1,718,386 1,089,863 714,674 57.7 

単年度収支額 
一般会計 
特別会計 

622,324 
6,199 

320,071 
55,118 

△213,455 △79,913 
― 
― 

計 628,523 375,189 △293,368 ― 
  当年度の決算収支で見ると、単に歳入歳出を差し引きした形式収支は、１，８９５，８１

９千円の黒字で、これから翌年度へ繰越すべき財源１７７，４３３千円を差し引いた実質収

支額も１，７１８，３８６千円の黒字となっています。これを前年度と比較すると６２８，

５２３千円の増となっており、一般会計が６２２，３２４千円の増加、特別会計が６，１９

９千円の増加であり、特別会計は国民健康保険、後期高齢者医療となっています。 
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（３）財政状況 
  地方財政状況調査による普通会計決算（一般会計のみ）を財政指標で分析すると次のとお

りです。 
 
 ア 財政力指数  
 

○単年度の指数 
   令和 元 年度 ０．６１２ 
   令和 ２ 年度 ０．５８５ 

令和 ３ 年度 ０．５６２ 
     
  令和３年度は、０．５６２で、前年度より０．０２３ポイント低下しています。 
  財政力指数の推移は次表のとおりです。 
 

 
 
（参考） 
１ 市の財政力を把握する方法として一般に用いられるもので、この数値が１に近いほど財政

力が強く、１を超えるほど財源に余裕があるとされています。 
２ 類以都市の令和２年度平均数値は０．７５です。 

0.634 

0.637 

0.642 0.647 
0.635 

0.612 

0.585 

0.562 

0.500

0.520

0.540

0.560

0.580

0.600

0.620

0.640

0.660

H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3
（年度）

財政力指数
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イ 経常収支比率 
   令和３年度は８７．３％で、前年度より３．１ポイント減少しています。経常収支比率

の推移は次表のとおりです。 
 
 
 
 

 
 
（参考） 
１ 経常収支比率は、財政構造の良否を判断する指標に用いられるもので、この比率が低いほ

ど財政構造の弾力性があるとされています。 
２ 類以都市の令和２年度平均経常収支比率は９１．８％です。 

95.8 

91.3 

93.6 
93.0 

92.4 
92.8

90.4

87.3

82.0

84.0

86.0

88.0

90.0

92.0

94.0

96.0

98.0

H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3

（年度）

経常収支比率（％）
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２ 一 般 会 計 

 
（１）概   要 
   一般会計の予算額は３２，５７２，９３９千円で、前年度に比較して８０７，５

２３千円（２．４％）の減少となっています。 
これに対する決算額は 

    歳入 ３０，０３８，１３８千円（前年度対比７．７%減） 
    歳出 ２８，３５９，７６７千円（前年度対比１０．２%減） 
  で、歳入歳出差引残額１，６７８，３７１千円を翌年度へ繰越していますが、翌年

度への繰越し事業の財源が含まれているので、実質収支額は１，５００，９３８千

円となっています。また、単年度収支額は６２２，３２４千円となっています。 
 

決 算 収 支 
（単位：千円） 

年 度 
区 分 ３年度 ２年度 元年度 

予 算 現 額 32,572,939 33,380,462 27,377,237 
歳 入 決 算 額 30,038,138 32,554,296 26,595,196 
歳 出 決 算 額 28,359,767 31,590,645 25,927,173 
歳 入 歳 出 差 引 額 1,678,371 963,651 668,023 
翌年度へ繰越すべき財源 177,433 85,037 109,480 
実 質 収 支 額 1,500,938 878,614 558,543 
前 年 度 実 質 収 支 額 878,614 558,543 771,998 
単 年 度 収 支 額 622,324 320,071 △213,455 

 
 
（２）歳 入 
  ア 概  要 
    歳入の決算状況は次表のとおりです。 

（単位：千円、％） 
 

区分 
年度 
 

予算現額 調 定 額 収入済額 
不 納 
欠損額 

収 入 
未済額 

予算対決算

の比較 

収 入 率 

予算 
対比 

調定 
対比 

３ 32,572,939 30,479,453 30,038,138 54,514 386,801 △2,534,801 92.2 98.6 

２ 33,380,462 33,043,437 32,554,296 27,712 461,429 △826,166 97.5 98.5 

比較増減 △807,523 △2,563,984 △2,516,158 26,802 △74,628 △1,708,635 △5.3 0.1 

増 減 率 △2.4 △7.8 △7.7 96.7 △16.2 206.8   
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収入済額３０，０３８，１３８千円は、前年度に比較して２，５１６，１５８千円（７．

７％）減少しています。 
予算現額に対する収入率は９２．２％（前年度９７．５％）、調定額に対する収入率

は９８．６％（前年度９８．５％）となっています。また、不納欠損額は前年度に比較

して２６，８０２千円（９６．７％）増加し、収入未済額は７４，６２８千円（１６．

２％）の減少となっています。 
 
 
  イ 財源別の状況 
 
    自主財源と依存財源の分別ごとの決算額及び構成比は次表のとおりです。 
 

（単位：千円、％） 

区    分 決  算  額 構 成 比 
３年度 ２年度 ３年度 ２年度 

 
自

主

財

源 

市 税 8,357,095 8,555,161 27.8 26.3 
分担金及び負担金 122,991 160,541 0.4 0.5 
使用料及び手数料 255,544 230,728 0.8 0.7 
財 産 収 入 356,968 262,729 1.2 0.8 
そ の 他 2,874,994 3,033,275 9.6 9.3 

計 11,967,592 12,242,434 39.8 37.6 
依

存

財

源 

地 方 交 付 税 7,428,208 6,331,603 24.7 19.4 
国 ・ 県 支 出 金 5,896,454 10,129,380 19.6 31.1 
市 債 2,364,100 1,945,800 7.9 6.0 
そ の 他 2,381,784 1,905,079 8.0 5.9 

計 18,070,546 20,311,862 60.2 62.4 
合     計 30,038,138 32,554,296 100.0 100.0 

（参考）その他の収入の内訳 
     自主財源：寄附金、繰入金、繰越金、諸収入 
     依存財源：地方譲与税、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交

付金、法人事業税交付金、地方消費税交付金、ゴルフ場利用税交

付金、環境性能割交付金、地方特例交付金、交通安全特別交付金 
 
     自主財源と依存財源の構成割合は３９．８％と６０．２％となっており、前

年度に比較すると自主財源が２．３ポイント増加し、依存財源が２．３ポイン

ト減少しています。依存財源の国県支出金が１１．５ポイント減少しています。 
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   ウ 款別決算額 
 
     各款別の決算概要については次のとおりです。 
 
    第１款   市  税                  （単位：千円、％） 

区分 
 
年度 

予算現額 調 定 額 収入済額 
不 納 
欠損額 

収入未済額 
収 入 率 

予算 
対比 

調定 
対比 

３ 8,050,000 8,757,954 8,357,095 52,696 348,163 103.8 95.4 

２ 8,460,000 9,002,198 8,555,161 25,988 421,049 101.1 95.0 

比較増

減 
△410,000 △244,244 △198,066 26,708 △72,886 2.7 0.4 

増 減 
率 

△4.8 △2.7 △2.3 102.7 △17.3   

 歳入のうち２７．８％を占める市税の収入済額は８，３５７，０９５千円で、前年度よ

り１９８，０６６千円（２．３％）の減少となっています。不納欠損処分を行ったものは

２０９人､１，２０９件の５２，６９６千円で、前年度より２６，７０８千円（１０２．

７％）の増加となっています。なお、不納欠損処分については、適法に処理されているも

のと認められました。 
 市税全体の収納率は９５．４％（現年度課税分９９．２％、滞納繰越分２０．５％）と

なっており、前年度より０．４ポイント増加しています。新型コロナウイルス感染症の影

響は計り知れないものがありますが、引続き税の公平性の確保に努めていただき、次の点

にご留意ください。 
１ 個人市民税については、未申告者への対応に苦慮しているようですが、公平・公正な

賦課を進めるには取組みを強化し、さらには税務署との連携を深め厳格に対応していくこ

とを求めます。 
２ 高額滞納者については、真面目に納期限内納付をしている市民等のことを考えながら、

日々の徴収業務に努めていただき、厳正な手続きの執行を求めます。 
３ 納期限内納税の定着化を図るためコンビニ収納やスマートフォン等の決済アプリに

よる納税、口座振替制度の促進、県外の金融機関での収納促進など、納税者にとって納税

しやすい環境づくりを引続き研究してください。 
４ 特に茅野市はＤＸに力を注いでいますので、納税の電子化も他の自治体に劣ることな

く先進的な対応を望みます。 
最後になりますが、収入未済額３４８，１６３千円は、個人市民税の現年度課税分と滞

納繰越分を合わせて、３６，８７１千円（前年度対比８７．３％）、法人市民税は、６，

７０６千円、（前年度対比７１．１％）、固定資産税は、２６８,５１５千円（前年度対比８

２．３％）、軽自動車税２，９５１千円（前年度対１０２．３％）、都市計画税３３，１２

０千円（前年度対比８２．０％）となっていますので、令和４年度は、それぞれの額の減

少に努められることを望みます。 
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市 税 の 状 況 

 
区分 

 

年度 
市税納入額 

前年度 

対 比 

市民１人 

当  り 

前年度 

対 比 

１世帯 

当 り 

前年度 

対 比 

参      考 

人 口 
前年度 

対 比 
世帯数 

前年度 

対 比 

 
３ 

千円 
8,357,095 

％ 

97.7 
円 

149,739 
％ 

98.2 
円 

346,667 
％ 

97.0 
人 

55,811 
％ 

99.5 
世帯 

24,107 
％ 

100.7 

２ 8,555,161 98.8 152,552 97.1 357,239 96.2 56,080 101.8 23,948 102.6 

元 8,661,436 101.0 157,178 101.7 371,178 100.5 55,106 99.3 23,335 100.4 

（注）人口、世帯数は、国勢調査ベースによる推計人口５５，８１１人、世帯数２４，１０

７世帯（各年度『毎月人口移動調査』４月１日現在）です。 
 上記の表は、市民１人当り及び１世帯当りの市税状況の推移です。 
 
 

第２款   地方譲与税 
（単位：千円、％） 

区分 
 
年度 

予算現額 調 定 額 収入済額 
不 納 
欠損額 

収 入 
未済額 

収 入 率 
予算 
対比 

調定 
対比 

３ 348,000 374,681 374,681 0 0 107.7 100.0 
２ 380,000 369,162 369,162 0 0 97.1 100.0 

比較増減 △32,000 5,519 5,519 0 0 10.6 0 
増 減 率 △8.4 1.5 1.5 0 0   

 
 

項 別 収 入 状 況 
（単位：千円、％） 

区 分 
科 目 

収 入 済 額 
比較増減 増 減 率 

３年度 ２年度 
地方揮発油譲与税 92,214 89,635 2,579 2.9 
自動車重量譲与税 263,660 260,787 2,873 1.1 
森林環境譲与税 18,807 18,740 67 0.4 

計 374,681 369,162 5,519 1.5 
 決算額は３７４，６８１千円で、前年度より５，５１９千円（１．５％）の増加とな

っています。 
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    第３款   利子割交付金 
 （単位：千円、％） 

区分 
 
年度 

予算現額 調 定 額 収入済額 
不 納 
欠損額 

収 入 
未済額 

収 入 率 
予算 
対比 

調定 
対比 

３ 5,000 5,154 5,154 0 0 103.1 100.0 
２ 5,000 6,380 6,380 0 0 127.6 100.0 

比較増減 0 △1,226 △1,226 0 0 △24.5 0 
増 減 率 0 △19.2 △19.2 0 0   
 県民税利子割額の９９％の５分の３に相当する額を市に係る個人県民税により按分

交付され、決算額は５，１５４千円で、前年度より１，２２６千円（１９．２％）の減

少となっています。 
 
    第４款   配当割交付金 

 （単位：千円、％） 
区分 

 
年度 

予算現額 調 定 額 収入済額 
不 納 
欠損額 

収 入 
未済額 

収 入 率 

予算 
対比 

調定 
対比 

３ 24,000 39,950 39,950 0 0 166.5 100.0 

２ 21,000 28,117 28,117 0 0 133.9 100.0 

比較増減 3,000 11,833 11,833 0 0 32.6 0 

増 減 率 14.3 42.1 42.1 0 0   
 県民税配当割額の９９％の５分の３に相当する額を市に係る個人県民税により按分

交付され、決算額は３９，９５０千円で、前年度より１１，８３３千円（４２．１％）

の増加となっています。 
 
    第５款   株式等譲渡所得割交付金 

（単位：千円、％） 
区分 

 
年度 

予算現額 調 定 額 収入済額 
不 納 
欠損額 

収 入 
未済額 

収 入 率 
予算 
対比 

調定 
対比 

３ 27,000 42,919 42,919 0 0 159.0 100.0 
２ 27,000 32,445 32,445 0 0 120.1 100.0 

比較増減 0 10,474 10,474 0 0 38.9 0 
増 減 率 0 32.3 32.3 0 0   
県民税株式等譲渡所得割額の９９％の５分の３に相当する額を市に係る個人県民税

により按分交付され、決算額は４２，９１９千円で、前年度より１０，４７４千円（３

２．３％）の増加となっています。 
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    第６款   法人事業税交付金  
（単位：千円、％） 

区分 
 
年度 

予算現額 調 定 額 収入済額 
不 納 
欠損額 

収 入 
未済額 

収 入 率 

予算 
対比 

調定 
対比 

３ 52,000 96,185 96,185 0 0 185.0 100.0 
２ 42,000 41,338 41,338 0 0 98.4 100.0 

比較増減 10,000 54,847 54,847 0 0 86.6 0 

増 減 率 23.8 132.7 132.7 0 0   
 県法人事業税額の７．７％を従業員数により按分交付され、決算額は９６，１８５千

円で、前年度より５４，８４７円（１３２．７％）の増加となっています。 
 
 
    第７款   地方消費税交付金 

（単位：千円、％） 
区分 

 
年度 

予算現額 調 定 額 収入済額 
不 納 
欠損額 

収 入 
未済額 

収 入 率 
予算 
対比 

調定 
対比 

３ 1,365,000 1,404,643 1,404,643 0 0 102.9 100.0 
２ 1,278,000 1,283,616 1,283,616 0 0 100.4 100.0 

比較増減 87,000 121,027 121,027 0 0 2.5 0 
増 減 率 6.8 9.4 9.4 0 0   
 地方消費税額の２分の１相当額を一般財源分は人口と従業員数で按分交付、社会保障

財源分は人口で按分交付され、決算額は１，４０４，６４３千円で、前年度より１２１，

０２７千円（９．４％）の増加となっています。 
 
 
    第８款   ゴルフ場利用税交付金 

（単位：千円、％） 
区分 

 
年度 

予算現額 調 定 額 収入済額 
不 納 
欠損額 

収 入 
未済額 

収 入 率 
予算 
対比 

調定 
対比 

３ 44,000 52,044 52,044 0 0 118.3 100.0 
２ 54,000 41,645 41,645 0 0 77.1 100.0 

比較増減 △10,000 10,399 10,399 0 0 41.2 0 
増 減 率 △18.5 25.0 25.0 0 0   
 ゴルフ場利用税の１０分の７相当額が交付され、決算額は５２，０４４千円で、前年

度より１０，３９９千円（２５．０％）の増加となっています。 
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    第９款   環境性能割交付金            （単位：千円、％） 
区分 

 
年度 

予算現額 調 定 額 収入済額 
不 納 
欠損額 

収 入 
未済額 

収 入 率 
予算 
対比 

調定 
対比 

３ 27,000 26,420 26,420 0 0 97.9 100.0 
２ 35,000 24,469 24,469 0 0 69.9 100.0 

比較増減 △8,000 1,951 1,951 0 0 28.0 0 
増 減 率 △22.9 8.0 8.0 0 0   
 自動車税環境性能割の９５％に対する１００分の４３相当額を市道の延長及び面積

によって按分交付され、決算額は２６，４２０千円で、前年度より１，９５１千円（８．

０％）の増加となっています。 
 
    第１０款  地方特例交付金             （単位：千円、％） 

区分 
 
年度 

予算現額 調 定 額 収入済額 
不 納 
欠損額 

収 入 
未済額 

収 入 率 
予算 
対比 

調定 
対比 

３ 109,000 330,455 330,455 0 0 303.2 100.0 
２ 56,000 67,653 67,653 0 0 120.8 100.0 

比較増減 53,000 262,802 262,802 0 0 182.4 0 
増 減 率 94.6 388.5 388.5 0 0   
  
     項 別 収 入 状 況（１ 地方特例交付金）    （単位：千円、％） 

区 分 
科 目 

収 入 済 額 
比較増減 増 減 率 

３年度 ２年度 
個人住民税減収補填 
特 例 交 付 金 49,300 48,077 1,223 2.5 
自 動 車 税 減 収 補 填 
特 例 交 付 金 7,705 12,064 △4,359 △36.1 
軽自動車税減収補填 
特 例 交 付 金 5,017 7,512 △2,495 △33.2 

計 62,022 67,653 △5,631 △8.3 
 個人住民税における住宅借入金等特別税額控除見込額に応じての按分交付、自動車税

環境性能割の臨時的軽減による税収額及び市道の延長・面積による按分交付、軽自動車

税環境性能割の臨時的軽減による減収額及び軽自動車税の台数による按分交付であり、

決算額は６２，０２２千円で、前年度より５，６３１千円（８．３％）の減少となって

います。 
 項別収入状況（２ 新型コロナウイルス感染症対策地方税減収補填特別交付金）（単位：千円、％） 

区 分 
科 目 

収 入 済 額 
比較増減 増 減 率 

３年度 ２年度 
新型コロナウイルス感染

症対策地方税減収補填特

別 交 付 金 
268,433 ― 268,433  

固定資産税・都市計画税の課税標準特例による減収額に相当する額を交付され、決算

額は２６８，４３３千円となっています。 
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    第１１款  地方交付税 
（単位：千円、％） 

区分 
 
年度 

予算現額 調 定 額 収入済額 
不 納 
欠損額 

収 入 
未済額 

収 入 率 

予算 
対比 

調定 
対比 

３ 6,871,841 7,428,208 7,428,208 0 0 108.1 100.0 
２ 6,057,239 6,331,603 6,331,603 0 0 104.5 100.0 

比較増減 814,602 1,096,605 1,096,605 0 0 3.6 0 
増 減 率 13.4 17.3 17.3 0 0   
 決算額は７，４２８，２０８千円で、前年度より１，０９６，６０５千円（１７．３％）

の増加となっています。普通交付税は６，９０７，００４千円で、前年度より１，００

４，９９２千円（１７．０％）増加し、特別交付税は５２１，２０４千円で、前年度よ

り９１，６１３千円（２１．３％）の増加となっています。 
 
 
    第１２款  交通安全対策特別交付金 

（単位：千円、％） 
区分 

 
年度 

予算現額 調 定 額 収入済額 
不 納 
欠損額 

収 入 
未済額 

収 入 率 
予算 
対比 

調定 
対比 

３ 9,000 9,333 9,333 0 0 103.7 100.0 
２ 9,000 10,254 10,254 0 0 113.9 100.0 

比較増減 0 △921 △921 0 0 △10.2 0 
増 減 率 0 △9.0 △9.0 0 0   
 交通反則金等収入から、市に係る交通事故発生件数と人口集中地区の人口及び改良済

み道路延長により配分交付され、決算額は９，３３３千円で、前年度より９２１千円（９．

０％）の減少となっています。 
 
    第１３款  分担金及び負担金 

（単位：千円、％） 
区分 

 
年度 

予算現額 調 定 額 収入済額 
不 納 
欠損額 

収 入 
未済額 

収 入 率 

予算 
対比 

調定 
対比 

３ 157,319 130,944 122,991 1,545 6,408 78.2 93.9 
２ 199,268 169,121 160,541 0 8,580 80.6 94.9 

比較増減 △41,949 △38,177 △37,550 1,545 △2,172 △2.4 △1.0 
増 減 率 △21.1 △22.6 △23.4 ― △25.3   
分担金及び負担金は、特定の事業に要する経費に充てるため、当該事業によって利益

を受ける者から、その受益の限度に応じて徴収するもので、決算額は１２２，９９１千
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円、前年度より３７，５５０千円（２３．４％）の減少となっています。 
収入未済額６，４０８千円は、老人ホーム入所者負担金１６５千円（前年度対比：増

減なし）、保育所費負担金６，２４３千円（前年度対比７４．２％）となっています。  
収入未済額解消に向け引続き努められるよう要望します。 
なお、不納欠損処分については、債権管理を徹底した上で適正に処理されているもの 

と認められました。 
 
    第１４款  使用料及び手数料 
                                   （単位：千円、％） 

区分 
 
年度 

予算現額 調 定 額 収入済額 
不 納 
欠損額 

収 入 
未済額 

収 入 率 

予算 
対比 

調定 
対比 

３ 269,286 263,512 255,544 274 7,694 94.9 97.0 

２ 237,275 237,505 230,728 81 6,696 97.2 97.1 

比較増減 32,011 26,007 24,816 193 998 △2.3 △0.1 

増 減 率 13.5 11.0 10.8 238.3 14.9   
 決算額は２５５，５４４千円で、前年度より２４，８１６千円（１０．８％）の増加

となっています。このうち使用料は２２６，２２１千円（前年度対比１１３．０％）、

手数料は２９，３２３千円（前年度対比９６．１％）となっています。 
使用料の主なものは、民生使用料の学童クラブ及び保育所の使用料、衛生使用料の墓

地使用料、土木使用料の道路用悪水路占用使用料、市営駐車場使用料、市営住宅使用料、

サンコーポラス旭ヶ丘住宅使用料、教育使用料の体育施設使用料などです。 
手数料の主なものに、総務手数料では証明手数料、戸籍・住民票手数料、衛生手数料

のごみ処理手数料、狂犬病予防注射手数料などです。 
特に、未収金の多い市営住宅使用料、サンコーポラス旭ヶ丘住宅使用料、学童クラブ

使用料については、その解消に引続き努められるよう要望します。 
なお、不納欠損処分については、債権管理を徹底した上で適正に処理されているもの 

と認められました。 
 
    第１５款  国庫支出金 

（単位：千円、％） 
区分 

 
年度 

予算現額 調 定 額 収入済額 
不 納 
欠損額 

収 入 
未済額 

収 入 率 

予算 
対比 

調定 
対比 

３ 5,933,048 4,512,543 4,512,543 0 0 76.1 100.0 
２ 9,013,735 8,775,867 8,775,867 0 0 97.4 100.0 

比較増減 △3,080,687 △4,263,324 △4,263,324 0 0 △21.3 0 
増減率 △34.2 △48.6 △48.6 0 0   
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決算額は４，５１２，５４３千円で、前年度より４，２６３，３２４千円（４８．６％）

の減少となっています。これは前年度給付された総務費国庫補助金の特別定額給付金の

減少が大きく影響しています。一方、民生費国庫補助金は、子育て世帯への給付金、住

民税非課税世帯への給付金、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金により

増加しています。 
 
国庫支出金の内訳は次表のとおりです。 

     （単位：千円、％） 
区分 

科目 
収入済額 構成比 備       考 

国庫負担金 

民 生 費 1,702,205 84.5 

国保基盤安定、障害者福祉費、特別障害者手

当等給付費、生活困窮者自立支援費、子ども

のための教育･保育給付費、子育てのための施

設等利用給付費、母子生活支援施設等入所費、

児童扶養手当給付費、児童手当給付費、生活

保護費、未熟児養育医療費等 

衛 生 費 292,384 14.5 
感染症予防事業費等、新型コロナワクチン接

種対策費 
土 木 費 10,700 0.5 国土調査費 

教 育 費 1,519 0.1 
子どものための教育･保育給付費、子育てのた

めの施設等利用給付費 

災害復旧費 7,771 0.4 
公共土木施設災害復旧事業、都市災害復旧事

業 
計 2,014,579 100.0 国庫支出金全体の比率 44.6 

 
 
 
 
 
 
 

 
 

国庫補助金 
 
 
 
 
 
 
 

総 務 費 109,297 4.4 

マイナポイント事業費、自治体中間サーバ次

期システム更改、地方創生推進、戸籍情報シ

ステム改修費、個人番号制度、新型コロナウ

イルス感染症対応地方創生臨時、既存観光拠

点再生・高付加価値化推進事業 

民 生 費 1,546,088 62.2 

障害者福祉費、生活困窮者就労準備支援事業

費等、子ども・子育て支援、児童虐待・DV 対

策等総合支援事業費、地域子供の未来応援、

子ども・子育て支援体制整備総合推進事業費、

保育所等整備、保育対策総合支援事業費、母

子家庭等対策総合支援事業、新型コロナウイ

ルス感染症セーフティネット強化、新型コロ

ナウイルス感染症対応地方創生臨時、子ど

も・子育て支援事業費、子育て世帯臨時特別

給付金事業費・事務費、住民税非課税世帯等

臨時特別給付金事業費・事務費、保育士等処

遇改善臨時特例 
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国庫補助金 

 
 

衛 生 費 183,063 7.4 

新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事

業費、母子保健衛生費、子ども・子育て支援、

循環型社会形成推進、保健医療情報システム

改修費、新型コロナウイルス感染症対応地方

創生臨時、災害等廃棄物処理事業費 
農   林 
水 産 業 費 

24,659 1.0 
農地集積・集約化対策事業、農業人材力強化

総合支援事業 

商 工 費 249,272 10.0 
地方創生推進、新型コロナウイルス感染症対

応地方創生臨時、ウィズコロナに対応した文

化資源の高付加価値化促進事業 

土 木 費 188,287 7.6 
防災・安全、社会資本整備総合、地方創生推

進、住宅・建築物安全ストック形成事業 

教 育 費 140,491 5.7 

生活困窮者就労準備支援事業費等、切れ目な

い支援体制整備事業費、部活動指導員配置促

進事業費、公立学校情報機器整備費、理科教

育設備整備費等、特別教育就学奨励費、就学

援助費、社会資本整備総合、文化財調査、史

跡等総合活用整備、史跡等購入費、学校保健

特別対策事業費、学校施設環境改善 

災害復旧費 43,454 1.7 
農地農業用施設災害復旧事業、都市災害復旧

事業、公共土木施設災害復旧事業 
消 防 費 903 0.0 消防団設備整備費 

計 2,485,514 100.0 国庫支出金全体の比率 55.1 

国庫委託金 
総 務 費 457 3.7 中長期在留者住居地届出等事務費 
民 生 費 11,993 96.3 国民年金事務費、特別児童扶養手当事務 

計 12,450 100.0 国庫支出金全体の比率 0.3 
合    計 4,512,543 100.0 負担金 44.6 補助金 55.1 委託金 0.3 

     
   
  第１６款  県支出金 

（単位：千円、％） 
区分 

 
年度 

予算現額 調 定 額 収入済額 
不 納 
欠損額 

収 入 
未済額 

収 入 率 

予算 
対比 

調定 
対比 

３ 1,553,228 1,383,911 1,383,911 0 0 89.1 100.0 
２ 1,412,476 1,353,512 1,353,512 0 0 95.8 100.0 

比較増減 140,752 30,399 30,399 0 0 △6.7 0 
増 減 率 10.0 2.2 2.2 0 0   
 決算額は１，３８３，９１１千円で、前年度より３０，３９９千円（２．２％）の増

加となっています。 
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 県支出金の内訳は次表のとおりです。 

（単位：千円、％） 
区分 

科目 
収入済額 構成比 備       考 

県負担金 

民 生 費 732,104 99.2 

国保基盤安定、後期高齢者医療基盤安定、障

害者福祉費、子どものための教育･保育給付

費、子育てのための施設等利用給付費、母子

生活支援施設等入所費、児童手当、未熟児養

育医療費等、災害救助費 
土 木 費 5,350 0.7 地籍調査費 

教 育 費 759 0.1 
子どものための教育･保育給付費、子育てのた

めの施設等利用給付費 

計 738,213 100.0 県支出金全体の比率 53.3 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

県補助金 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

総 務 費 7,999 1.8 
消費者行政活性化事業､土地利用規制等対策

費、電源立地地域対策、地域発元気づくり 

民 生 費 168,197 36.9 

障害者福祉費、子ども･子育て支援、地域福祉

総合、老人福祉費、福祉医療費、多子世帯保

育料軽減事業、子どものための教育・保育給

付費地方単独費用、子育て支援総合 

衛 生 費 7,246 1.6 
健康増進事業、自殺対策緊急強化事業、子ど

も・子育て支援、合併処理浄化槽整備事業 

農  林 
水産業費 

99,403 21.8 

農業委員会、農業振興費、有害鳥獣対策事業、

多面的機能支払、木質バイオマス循環利用普

及促進事業、森林づくり推進、ライフライン

等保全対策、県営土地改良事業、農村地域防

災減災事業、松くい虫被害市町村拡大防止事

業、森林経営管理制度広域連携体制支援事業 

商 工 費 160,897 35.3 

自然環境整備支援事業、登山道等緊急整備支

援事業、移住就業・起業支援事業、観光地等

魅力向上森林景観整備事業、特別警報Ⅱ発出

市町村事業者支援 
土 木 費 1,760 0.4 住宅・建築物耐震改修促進事業 

教 育 費 1,257 0.3 

学校林等利活用促進事業、部活動指導員任用

事業費、子どものための教育・保育給付費地

方単独費用、人権教育促進事業、地域発元気

づくり、文化財保護事業 

災害復旧費 8,622 1.9 
登山道災害復旧早期支援事業、信州被災者生

活再建支援制度 
計 455,381 100.0 県支出金全体の比率 32.9 
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県委託金 

総 務 費 178,806 94.0 
県税徴収事務、人口動態調査事務、自衛官募

集事務、基幹統計、特例処理事務、選挙、人

権啓発活動地方 
民 生 費   8,418 4.4 民生児童委員、児童福祉施設入所者事務 
土 木 費 3,093 1.6 都市計画事業 

計 190,317 100.0 県支出金全体の比率 13.8 

合  計 1,383,911 100.0 負担金 53.3 補助金 32.9 委託金 13.8 

 
 
    第１７款  財産収入 

（単位：千円、％） 
区分 

 
年度 

予算現額 調 定 額 収入済額 
不 納 
欠損額 

収 入 
未済額 

収 入 率 
予算 
対比 

調定 
対比 

３ 288,151 378,269 356,968 0 21,301 123.9 94.4 
２ 302,168 284,124 262,729 0 21,395 86.9 92.5 

比較増減 △14,017 94,145 94,239 0 △94 37.0 1.9 
増 減 率 △4.6 33.1 35.9 0 △0.4   
 決算額は３５６，９６８千円で、前年度より９４，２３９千円（３５．９％）の増加

となっています。白樺湖温泉総合施設（すずらんの湯）賃貸料の収入未済額については、

引続き解消に努められるよう要望します。 
 
 
 
    第１８款  寄附金 

（単位：千円、％） 
区分 

 
年度 

予算現額 調 定 額 収入済額 
不 納 
欠損額 

収 入 
未済額 

収 入 率 
予算 
対比 

調定 
対比 

３ 238,905 276,059 276,059 0 0 115.6 100.0 
２ 135,020 127,562 127,562 0 0 94.5 100.0 

比較増減 103,885 148,497 148,497 0 0 21.1 0 
増 減 率 76.9 116.4 116.4 0 0   
 決算額は２７６，０５９千円で、前年度より１４８，４９７千円（１１６．４％）の

増加となっています。寄附金の主なものは、ふるさと茅野市応援寄附金、一般寄附金等

となっています。 
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    第１９款  繰入金 
（単位：千円、％） 

区分 
 
年度 

予算現額 調 定 額 収入済額 
不 納 
欠損額 

収 入 
未済額 

収 入 率 

予算 
対比 

調定 
対比 

３ 152,861 48,009 48,009 0 0 31.4 100.0 
２ 706,045 532,848 532,848 0 0 75.5 100.0 

比較増減 △553,184 △484,839 △484,839 0 0 △44.1 0 
増 減 率 △78.3 △91.0 △91.0 0 0   
 決算額は４８，００９千円で、前年度より４８４，８３９千円（９１．０％）の減少

となっています。これは前年度に財政調整基金３００，０００千円、土地開発基金１３

０，０００千円の繰入金があったことによるものです。 
 
 
 
 
    第２０款  繰越金 

（単位：千円、％） 
区分 

 
年度 

予算現額 調 定 額 収入済額 
不 納 
欠損額 

収 入 
未済額 

収 入 率 

予算 
対比 

調定 
対比 

３ 963,651 963,651 963,651 0 0 100.0 100.0 
２ 668,023 668,023 668,023 0 0 100.0 100.0 

比較増減 295,628 295,628 295,628 0 0 0 0 
増 減 率 44.6 44.6 44.6 0 0   
 決算額は９６３，６５１千円で、前年度の決算剰余金を繰越したものであり、この中

には、繰越明許費繰越額内の繰越財源８５，０３７千円が含まれています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  



- 22 - 
 

   第２１款  諸収入 
（単位：千円、％） 

区分 
 
年度 

予算現額 調 定 額 収入済額 
不 納 
欠損額 

収 入 
未済額 

収 入 率 
予算 
対比 

調定 
対比 

３ 1,571,749 1,590,509 1,587,275 0 3,234 101.0 99.8 
２ 1,678,513 1,710,193 1,704,842 1,643 3,708 101.6 99.7 

比較増減 △106,764 △119,684 △117,567 △1,643 △474 △0.6 0.1 
増 減 率 △6.4 △7.0 △6.9 ―    
 決算額は１，５８７，２７５千円で、前年度より１１７，５６７千円（６．９％）の

減少となっています。収入未済額については、その解消に努められるよう要望します。 
 なお、項別収入状況は次表のとおりです。 
 

項 別 収 入 状 況 
    （単位：千円、％） 

区 分 
科 目 

収 入 済 額 
比較増減 増減率 

３年度 ２年度 
延滞金加算金及び過料 6,459 8,844 △2,385 △27.0 
市 預 金 利 子 3,756 4,424 △668 △15.1 
貸 付 金 元 利 収 入 1,073,858 1,093,902 △20,044 △1.8 
受 託 事 業 収 入 190,265 214,288 △24,023 △11.2 
雑 入 312,937 383,384 △70,447 △18.4 

合    計 1,587,275 1,704,842 △117,567 △6.9 
    
 
 
    第２２款  市 債 

（単位：千円、％） 
区分 

 
年度 

予算現額 調 定 額 収入済額 
不 納 
欠損額 

収 入 
未済額 

収 入 率 

予算 
対比 

調定 
対比 

３ 4,512,900 2,364,100 2,364,100 0 0 52.4 100.0 
２ 2,603,700 1,945,800 1,945,800 0 0 74.7 100.0 

比較増減 1,909,200 418,300 418,300 0 0 △22.3 0 

増 減 率 73.3 21.5 21.5 0 0   
 決算額は２，３６４，１００千円で、前年度より４１８，３００千円（２１．５％）

増加となっています。これは主に教育債の永明小中学校建設事業債と臨時財政対策債に

よるものです。 
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 市債の目的別収入状況は次表のとおりです。 
 

市債の目的別収入状況（一般会計） 
（単位：千円、％） 

区 分 
科 目 

収 入 済 額 
比較増減 増減率 

３年度 ２年度 

総 務 債 3,900 30,700 △26,800 △87.3 

民 生 債 0 153,200 △153,200 ― 
衛 生 債 0 33,700 △33,700 ― 
農 林 水 産 業 債 24,500 32,300 △7,800 △24.1 
商 工 債 21,600 22,700 △1,100 △4.8 
土 木 債 431,700 462,200 △30,500. △6.6 

消 防 債 8,600 55,300 △46,700 △84.4 

教 育 債 440,400 95,000 345,400 363.6 
臨 時 財 政 対 策 債 1,251,900 982,500 269,400 27.4 
災 害 復 旧 債 181,500 3,800 177,700 4,676.3 
減 収 補 て ん 債 0 74,400 △74,400 ― 
合     計 2,364,100 1,945,800 418,300 21.5 

 主な内容は、商工債の観光施設整備事業債、土木債では生活道路整備事業債、舗装修

繕事業債、河川自然災害防止事業債、白樺湖街なみ環境整備事業債、永明小中学校周辺

整備事業債です。教育債は永明小中学校建設事業債、永明中学校校庭遺跡発掘調査事業

債です。災害復旧債は道路橋梁、農業施設、林業施設、河川災害の災害復旧事業債、堆

積土砂排出事業債です。他に臨時財政対策債となっています。 
 
 

市債借入償還状況（普通会計） 
（単位：千円、％） 

年 度 
 
区 分 

３ 年 度 ２ 年 度 元 年 度 

金  額 
前年度

対比 
金  額 

前年度

対比 
金  額 

前年度

対比 

借 入 額 2,364,100 121.5 1,945,800 66.5 2,925,600 120.0 

償 元 金 2,616,749 104.3 2,508,407 97.8 2,564,087 96.8 

年度末未償還金 26,031,261 99.0 26,283,910 97.9 26,846,517 101.4 

 当年度の財政運営における市債の歳入決算に占める依存率は７．９％で、前年度より

１．９ポイント増加しています。現債額は当年度末２６，０３１，２６１千円で、前年

度より２５２，６４９千円（１．０％）の減少となっています。 
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（３）歳 出 
 
  ア 概  要 
    歳出の決算状況は次表のとおりです。 

    （単位：千円、％） 
区分 

年度 
予算現額 支出済額 

翌 年 度 
繰 越 額 

不 用 額 
予算対決算

の 比 較 
執行率 

３ 32,572,939 28,359,767 2,019,136 2,194,036 4,213,172 87.1 
２ 33,380,462 31,590,645 543,667 1,246,150 1,789,817 94.6 

比較増減 △807,523 △3,230,878 1,475,469 947,886 2,423,355 △7.5 
増 減 率 △2.4 △10.2 271.4 76.1 135.4  

  
     支出済額は、２８，３５９，７６７千円で、執行率は８７．１％となり、前

年度より３，２３０，８７８千円（１０．２％）の減少となっています。内訳

を前年度と比較すると、主に総務費（４９．５％）の減少であり、その要因は

前年度計上された特別定額給付金給付事業費５，５６８，０４９千円でありま

す。 
全体の構成比率では民生費（３３．１％）、総務費（１８．２％）、教育費（９．

５％）、公債費（９．４％）となっています。増加となった主な事業内容は、

子育て世帯等特別定額給付金給付事業費、新型コロナウイルス感染症対策支援

事業費、起業・創業等支援事業費、観光誘客宣伝事業費、観光振興支援事業費、

感染症予防対策事業費、諏訪南行政事務組合（ごみ処理事業特別会計）への負

担金などとなっています。 
     翌年度繰越額は２，０１９，１３６千円で、前年度に比較して１，４７５，

４６９千円（２７１．４％）増加しています。 
 
  イ 性質別経費の状況 
    性質別経費の状況は次表のとおりです。 

  （単位：千円、％） 

区   分 
決 算 額 構 成 比 前年度比較増減 

３年度 ２年度 ３年度 ２年度 ３年度 ２年度 

義

務

的

経

費 

人 件 費 4,503,921 4,403,942 15.9 13.9 2.3 21.5 
扶 助 費 5,188,671 3,940,641 18.3 12.5 31.7 △2.7 
公 債 費 2,661,101 2,564,468 9.4 8.1 3.8 △2.5 

計 12,353,693 10,909,051 43.6 34.5 13.2 5.8 

投 
資 
的 
経 
費 

普通建設事業費 2,168,806 2,387,903 7.6 7.6 △9.2 △32.6 

災害復旧事業費 338,322 13,101 1.2 0.0 2,482.4 △76.7 

計 2,507,128 2,401,004 8.8 7.6 4.4 △33.3 
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そ

の

他 

補 助 費 等 
物 件 費 
繰 出 金 
貸付金積立金等 
維 持 補 修 費 

5,849,632 
3,494,244 
2,035,935 
1,685,343 

433,792 

11,650,292 
3,307,771 
1,843,345 
1,158,237 

320,945 

20.6 
12.3 
7.2 
6.0 
1.5 

36.9 
10.5 
5.8 
3.7 
1.0 

△49.8 
5.6 

10.4 
45.5 
35.2 

126.4 △7.2 
0.6 
0.2 △0.4 

計 13,498,946 18,280,590 47.6 57.9 △26.2 52.1 

合    計 28,359,767 31,590,645 100.0 100.0 △10.2 21.8 

（参考）義務的経費と投資的経費の区分は、支出の効果が資本形成に向けられるなど長

期にわたって持続するものか、または極めて短期的で終わるものかということを

基準にしたものです。 
 

各経費の構成比は、義務的経費が４３．６％で、前年度より９．１ポイント増

加し、投資的経費は、８．８％で前年度より１．２ポイント増加となっています。 
その他の経費は、４７．６％で前年度より１０．３ポイント減少となっていま

す。 
 
 
 
 

歳出の状況（人口１人当り額） 
 （単位：円） 

科   目 ３年度 ２年度 前年度比較増減 
人 件 費 ８０，７００ ８０，３３８ ３６２ 
扶 助 費 ９２，９６９ ７１，８８６ ２１，０８３ 
公 債 費 ４７，６８１ ４６，７８１ ９００ 
投 資 的 経 費 ４４，９２２ ４３，８００ １，１２２ 
うち普通建設事業費 ３８，８６０ ４３，５６１ △４，７０１ 

歳 出 合 計 ５０８，１３９ ５７６，２８２ △６８，１４３ 
（注）歳出に伴う人口は国勢調査ベースによる推計人口です。（各年４月１日現在） 
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   ウ 款別決算額 
     各款別の決算概要については次のとおりです。 
 
 
    第１款   議 会 費 

（単位：千円、％） 
区分 

年度 予算現額 支出済額 翌年度 
繰越額 不用額 執行率 

３ 185,017 179,962 0 5,055 97.3 
２ 176,567 173,610 0 2,957 98.3 

比較増減 8,450 6,352 0 2,098 △1.0 
増 減 率 4.8 3.7 0 71.0  
 決算額は１７９，９６２千円で、前年度より６，３５２千円（３．７％）の増加とな

っています。これは主に職員の給料等の人件費の増加によるものです。 
 人件費の以外の支出で主なものは、議員活動研修費、会議録調整印刷製本委託料、議

会施設管理事業費等となっています。 
 不用額の主なものは、視察等の中止による議員活動研修費です。 
 
 
 
    第２款   総 務 費 

（単位：千円、％） 
区分 

年度 予算現額 支出済額 翌年度 
繰越額 不用額 執行率 

３ 5,304,416 5,148,519 25,507 130,390 97.1 
２ 10,392,473 10,198,661 53,809 140,003 98.1 

比較増減 △5,088,057 △5,050,142 △28,302 △9,613 △1.0 
増 減 率 △49.0 △49.5 △52.6 △6.9  
 決算額は５，１４８，５１９千円で、前年度より５，０５０，１４２千円（４９．５％）

の減少となっています。 
 支出の主なものは、総務管理費の一般管理費、文書広報費、財政管理費、会計管理費、

財産管理費、企画費、情報管理費、地域創生費、地区コミュニティ振興費、市民活動推

進費、徴税費の税務総務費、賦課徴収費、その他に戸籍住民基本台帳費、選挙費、統計

調査費等となっています。 
 不用額の主なものは、総務管理費の文書広報費、情報管理費、地区コミュニティ振興

費と徴税費、戸籍住民基本台帳費の個人番号事務費等です。 
翌年度繰越明許費は、財産管理費の庁舎管理費と戸籍住民基本台帳費の戸籍住民基本

台帳事務費、個人番号事務費です。 
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    第３款   民 生 費 
（単位：千円、％） 

区分 
年度 予算現額 支出済額 翌年度 

繰越額 不用額 執行率 

３ 9,941,617 9,385,775 174,268 381,574 94.4 
２ 8,439,392 8,028,539 0 410,853 95.1 

比較増減 1,502,225 1,357,236 174,268 △29,279 △0.7 
増 減 率 17.9 16.9 ― △7.1  
 決算額は９，３８５，７７５千円で、前年度より１，３５７，２３６千円（１６．９％）

の増加となっています。 
 支出の主なものは、国保特別会計繰出金、後期高齢者医療特別会計繰出金、長野県後

期高齢者医療広域連合負担金、住民税非課税世帯等臨時特別給付金支給事業費、障害福

祉サービス給付費、福祉医療費給付等事業費、温泉施設管理運営費、諏訪広域連合介護

保険事業負担金、子育て世帯臨時特別給付金支給事業費、保育所運営費、私立保育園等

支援事業費、児童扶養手当給付事業費、児童手当給付事業費、生活保護事業費等となっ

ています。 
 不用額の主なものは、社会福祉費の地域支援事業費、児童福祉費の児童福祉総務費、

保育所費、母子福祉費等です。 
 翌年度繰越明許費は、社会福祉総務費の住民税非課税世帯等臨時特別給付金支給事業

費、児童福祉総務費の子育て世帯臨時特別給付金支給事業費、保育所費の保育所運営費

です。 
 
    第４款   衛 生 費 

（単位：千円、％） 
区分 

年度 予算現額 支出済額 翌年度 
繰越額 不用額 執行率 

３ 2,271,532 2,090,099 10,000 171,433 92.0 
２ 1,949,911 1,889,121 0 60,790 96.9 

比較増減 321,621 200,978 10,000 110,643 △4.9 
増 減 率 16.5 10.6 ― 182.0  
 決算額は２，０９０，０９９千円で、前年度より２００，９７８千円（１０．６％）

の増加となっています。 
 支出の主なものは、諏訪中央病院組合負担金、各種予防接種事業費、感染症予防対策

事業費、各種がん検診等事業費、妊婦一般健診事業費、諏訪南行政事務組合一般会計負

担金、公園墓地維持管理費、諏訪市・茅野市衛生施設組合負担金、可燃物処理費、不燃

物処理費、資源物収集処理費、災害廃棄物処理費、諏訪南行政事務組合（ごみ処理事業

特別会計）負担金等となっています。 
 不用額の主なものは、保健衛生費の予防費・母子保健費、清掃費です。 
 翌年度繰越明許費は、環境保全対策費の地球温暖化対策事業費です。 
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    第５款   労 働 費 
（単位：千円、％） 

区分 
年度 予算現額 支出済額 翌年度 

繰越額 不用額 執行率 

３ 89,062 86,948 0 2,114 97.7 
２ 92,552 88,377 0 4,175 95.5 

比較増減 △3,490 △1,429 0 △2,061 2.2 
増 減 率 △3.8 △1.6 0 △49.4  
 決算額は８６，９４８千円で、前年度より１，４２９千円（１．６％）の減少となっ

ています。 
 支出の主なものは、勤労者福利厚生等支援事業費の勤労者生活資金融資預託金です。 
 
 
    第６款   農林水産業費 

（単位：千円、％） 
区分 

年度 予算現額 支出済額 翌年度 
繰越額 不用額 執行率 

３ 478,995 448,651 1,268 29,076 93.4 
２ 550,018 466,658 17,284 66,076 84.8 

比較増減 △71,023 △18,007 △16,016 △37,000 8.6 
増 減 率 △12.9 △3.9 △92.7 △56.0  
 決算額は４４８，６５１千円で、前年度より１８，００７千円（３．９％）の減少と

なっています。 
 支出の主なものは農業委員会運営費、遊休農地活用対策事業費、農業担い手育成事業

費、有害獣駆除対策事業費、市単土地改良事業費、県営中山間総合整備事業費、多面的

機能支払事業費、農地保全管理事業費、森林整備事業費等となっています。 
 不用額の主なものは、造林費の森林整備事業費等です。 
 翌年度繰越明許費は、農業委員会運営費です。 
 
    第７款   商 工 費 

（単位：千円、％） 
区分 

年度 予算現額 支出済額 翌年度 
繰越額 不用額 執行率 

３ 2,358,542 2,054,430 105,950 198,162 87.1 
２ 2,382,733 2,203,931 0 178,802 92.5 

比較増減 △24,191 △149,501 105,950 19,360 △5.4 
増 減 率 △1.0 △6.8 ― 10.8  
決算額は２，０５４，４３０千円で、前年度より１４９，５０１千円（６．８％）の

減少となっています。 
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 支出の主なものは、新型コロナウイルス感染症対策支援事業費、企業立地支援事業費、

産学公等連携推進事業費、制度融資あっせん等事業費、起業・創業等支援事業費、観光

誘客宣伝事業費、観光振興支援事業費、観光施設整備事業費等となっています。 
 不用額の主なものは、商工費の商業・工業振興費・観光費によるものです。 

翌年度繰越明許費は、商工総務費の新型コロナウイルス感染症対策支援事業費、観光

費の観光誘客宣伝事業費と観光振興支援事業費です。    
 

第８款   土 木 費 
 （単位：千円、％） 

区分 
年度 予算現額 支出済額 翌年度 

繰越額 不用額 執行率 

３ 3,199,287 2,450,229 543,696 205,362 76.6 
２ 2,650,081 2,335,203 225,135 89,743 88.1 

比較増減 549,206 115,026 318,561 115,619 △11.5 
増 減 率 20.7 4.9 141.5 128.8  
 決算額２，４５０，２２９千円で、前年度より１１５，０２６千円（４．９％）の増

加となっています。 
 支出の主なものは、道路・河川維持修繕事業費、生活道路整備事業費、永明小中学校

周辺整備事業費、道路橋メンテナンス事業費、下水道事業会計繰出金、白樺湖地区街な

み環境整備事業費、サンコーポラス旭ヶ丘管理費等となっています。 
 不用額の主なものは、道路橋梁費の道路橋梁新設改良費、建設関連対策費、都市計画

費の公園景観事業費です。  
 翌年度繰越明許費は、道路橋梁費の生活道路整備事業、舗装修繕事業費、永明小中学

校周辺整備事業費、道路橋メンテナンス事業費、都市計画費の白樺湖地区街なみ環境整

備事業費、本町地区まちづくり整備事業費、永明小中学校周辺整備事業です。 
 
    第９款   消 防 費 

（単位：千円、％） 
区分 

年度 予算現額 支出済額 翌年度 
繰越額 不用額 執行率 

３ 826,206 791,857 0 34,349 95.8 
２ 1,030,597 967,390 0 63,207 93.9 

比較増減 △204,391 △175,533 0 △28,858 1.9 
増 減 率 △19.8 △18.1 0 △45.7  
 決算額は７９１，８５７千円で、前年度より１７５，５３３千円（１８．１％）の減

少となっています。 
 支出の主なものは、諏訪広域連合負担金、消防団員人件費、消防団加入促進事業費、

消防施設・水利整備事業費、防災情報関連費等となっています。 
 不用額の主なものは、消防費の非常備消防費、消防施設費、災害対策費です。 
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     第１０款  教 育 費 
（単位：千円、％） 

区分 
年度 予算現額 支出済額 翌年度 

繰越額 不用額 執行率 

３ 3,722,739 2,700,905 898,847 122,987 72.6 
２ 3,090,416 2,628,046 247,439 214,931 85.0 

比較増減 632,323 72,859 651,408 △91,944 △12.4 
増 減 率 20.5 2.8 263.3 △42.8  
 決算額は２，７００，９０５千円で、前年度より７２，８５９千円（２．８％）の増

加となっています。 
 支出の主なものは、小学校運営費、小学校施設整備費、小学校給食関連費、小学校情

報教育推進費、永明小中学校建設事業費、中学校給食関連費、中学校情報教育推進費、

市民館費、考古館施設管理費、尖石史跡公園整備事業費等となっています。 
 不用額の主なものは、永明中学校校庭遺跡発掘調査事業費等です。 
 翌年度繰越明許費は、小学校施設整備費、小学校教育事務費、永明小中学校建設事業

費、中学校教育事務費、市民館費等です。 
 
 
 
 
    第１１款  災害復旧費 

（単位：千円、％） 
区分 

年度 予算現額 支出済額 翌年度 
繰越額 不用額 執行率 

３ 1,469,412 319,026 259,600 890,786 21.7 
２ 4,730 4,378 0 352 92.6 

比較増減 1,464,682 314,648 259,600 890,434 △70.9 
増 減 率 30,965.8 7,187.0 ― 252,947.2  
 決算額は、３１９，０２６千円で、前年度より３１４，６４８千円（７，１８７．０％）

の増加となっています。令和３年度は、８月及び９月の豪雨災害に伴う復旧工事費が大

きく増加しました。 
 支出の主なものは、道路橋梁災害復旧事業費、農業施設災害復旧事業費、堆積土砂排

出事業費です。 
 不用額の主なものは、公共土木施設、河川、農林施設、林業施設、衛生施設、消防施

設の災害復旧事業費と堆積土砂排出事業費等です。 
 翌年度繰越明許費は、道路橋梁、河川、農林施設の災害復旧事業費です。 
 
 
 



- 31 - 
 

    第１２款  公 債 費 
（単位：千円、％） 

区分 
年度 予算現額 支出済額 翌年度 

繰越額 不用額 執行率 

３ 2,670,548 2,661,101 0 9,447 99.7 
２ 2,573,707 2,564,468 0 9,239 99.6 

比較増減 96,841 96,633 0 208 0.1 
増 減 率 3.8 3.6 0 2.3  
 決算額は２，６６１，１０１千円で、前年度より９６，６３３千円（３．６％）の増

加となっています。 
 支出は、市債償還元金及び利子となっています。 
 なお、公債費の歳出決算額に対する割合は９．４％で、前年度より１．３ポイント増

加しています。 
 
 
    第１３款  諸支出金 

（単位：千円、％） 
区分 

年度 予算現額 支出済額 翌年度 
繰越額 不用額 執行率 

３ 42,266 42,265 0 1 100.0 
２ 42,274 42,263 0 11 100.0 

比較増減 △8 2 0 △10 0 
増 減 率 0.0 0.0 0 △90.9  
 決算額は４２，２６５千円で、前年度より２千円の増加となっています。 
 支出は、水道事業会計への繰出金となっています。 
 
 
    第１４款  予 備 費 

（単位：千円、％） 
区分 

年度 予算現額 支出済額 翌年度 
繰越額 不用額 執行率 

３ 13,300 0 0 13,300 0.0 
２ 5,011 0 0 5,011 0.0 

比較増減 8,289 0 0 8,289 0 

増 減 率 165.4 0 0 165.4  
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３ 特 別 会 計 

 
  令和３年度の特別会計は、国民健康保険、後期高齢者医療の２会計となっています。 
 
 
（１）歳 入 
 
   歳入の決算状況は次表のとおりです。 

  （単位：千円、％） 
年度 

 
区分 

予算現額 調 定 額 収入済額 
不 納 
欠損額 

収 入 
未済額 

予算対決算

の比較 

収 入 率 

予算 
対比 

調定 
対比 

３ 6,418,695 6,414,559 6,318,069 10,793 85,697 100,626 98.4 98.5 
２ 6,219,945 6,318,792 6,218,834 5,347 94,611 1,111 99.9 98.4 

比較増減 198,750 95,767 99,235 5,446 △8,914 99,515 △1.5 0.1 
増 減 率 3.2 1.5 1.6 101.9 △9.4 8,957.5   

 
   歳入の決算額は６，３１８，０６９千円で、前年度より９９，２３５千円（１．

６％）の増加となり、収入率は予算額対比９８．４％、調定額対比９８．５％とな

っています。 
    
 
 
（２）歳 出 
 
   歳出の決算状況は次表のとおりです。 

（単位：千円、％） 
区分 

年度 
予算現額 支出済額 

翌年度 
繰越額 

不 用 額 
予算対決算 
の 比 較 

執行率 

３ 6,418,695 6,100,621 0 318,074 318,074 95.0 
２ 6,219,945 6,007,585 0 212,360 212,360 96.6 

比較増減 198,750 93,036 0 105,714 105,714 △1.6 
増 減 率 3.2 1.5 0 49.8 49.8  

   
  歳出の決算額は６，１００，６２１千円で、前年度より９３，０３６千円（１．

５％）の増加となり、執行率は９５．０％となっています。 
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（３）決算収支 
（単位：千円、％） 

年度 
区分 ３年度 ２年度 元年度 

予 算 現 額 6,418,695 6,219,945 6,672,406 
歳 入 決 算 額 6,318,069 6,218,834 6,685,416 
歳 出 決 算 額 6,100,621 6,007,585 6,529,285 
歳 入 歳 出 差 引 額 217,448 211,249 156,131 
翌年度へ繰越すべき財源 0 0 0 
実 質 収 支 額 217,448 211,249 156,131 
前 年 度 実 質 収 支 額 211,249 156,131 236,044 
単 年 度 収 支 額 6,199 55,118 △79,913 

 
   決算収支における実質収支額は２１７，４４８円で、前年度より６，１９９千円

増加しています。 
 
 
（４）各会計の概要 
 
  ① 国民健康保険特別会計 

（単位：千円、％） 
区分 

年度 予算現額 収入済額 支出済額 差引額 実質収支額 

３ 5,569,041 5,480,599 5,293,659 186,940 186,940 
２ 5,384,287 5,393,689 5,211,738 181,951 181,951 

比較増減 184,754 86,910 81,921 4,989 4,989 
増 減 率 3.4 1.6 1.6 2.7 2.7 

 
決算額は、歳入が５，４８０，５９９千円で、収入率は予算額対比で９８．４％、

調定額対比は９８．４％となり、歳出は５，２９３，６５９千円で執行率９５．

１％、不用額は２７５，３８２千円となっています。 
前年度に比較して、歳入が１．６％増加、歳出が１．６％増加し、実質収支額

は１８６，９４０千円となっています。 
収入の主なものは、国民健康保険税、県支出金、繰入金等となっています。 
支出の主なものは、総務費、国民健康保険事業費納付金、保険給付費等であり、

不用額の主なものは、保険給付費の療養諸費と高額療養費等となっています。 
不納欠損処分１０，６８６千円は、適正に処理されているものと認められまし

たが、今後も厳正かつ公平性を堅持していくよう要望するものです。 
収入未済額の８０，９１６千円は、国民健康保険税と諸収入の一般被保険者返
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納金で前年度より８，４３７千円の減少となっています。 
国民健康保険税の収納率は現年課税分が９６．９％で、前年度より０．３ポイ

ント増加となっています。 
 
 

② 後期高齢者医療特別会計 
（単位：千円、％） 

区分 
年度 予算現額 収入済額 支出済額 差引額 実質収支額 

３ 849,654 837,470 806,962 30,508 30,508 
２ 835,658 825,145 795,847 29,298 29,298 

比較増減 13,996 12,325 11,115 1,210 1,210 
増 減 率 1.7 1.5 1.4 4.1 4.1 

 
    決算額は、歳入が８３７，４７０千円で、収入率は予算額対比９８．６％、調

定額対比９９．４％となり、歳出は８０６，９６２千円で執行率９５．０％、不

用額は４２，６９２千円となっています。 
    前年度と比較して、歳入が１．５％増加、歳出が１．４％増加し、実質収支額

は３０，５０８千円となっています。 
    収入の主なものは、後期高齢者医療保険料、一般会計繰入金等となっています。 
    支出の主なものは、後期高齢者医療広域連合納付金等となっています。 
    不納欠損処分１０７千円は、適正に処理されているものと認めらましたが、今

後も厳正を期すよう要望するものです。 
    収入未済額の４，７８１千円は、後期高齢者医療保険料で前年度より４７６千

円減少となっています。 
滞納整理については、公平の原則を踏まえ、引続き積極的な取組みを望むもの

です。 
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③ 財産区特別会計歳入歳出決算総括表 
（単位：千円） 

  
     

財産区名 予算現額 収入済額 支出済額 差引残額 

湯川 128,586 118,148 106,943 11,205 
柏原 409,400 312,475 185,793 126,682 

芹ヶ沢 220,693 222,826 114,320 108,506 
糸萱 56,879 56,886 55,899 987 
外山 199,282 198,124 138,763 59,361 
内山 109,662 106,598 78,328 28,270 
鹿山 155,325 148,813 146,506 2,307 

北大塩 36,573 32,124 26,495 5,629 
塩沢 84,416 70,879 20,523 50,356 

埴原田 2,499 2,500 2,205 295 
白井出 413 413 162 251 
笹原 4,911 4,910 435 4,475 

須栗平 10,170 10,169 8,687 1,482 
堀 4,785 5,479 3,259 2,220 
金山 35,172 29,043 26,787 2,256 
新井 27,298 26,922 26,314 608 
山口 12,422 12,964 12,305 659 
中村 51,088 50,798 39,892 10,906 

上菅沢 29,943 29,942 14,308 15,634 
南大塩 37,152 37,327 36,988 339 
塩之目 25,624 24,738 19,107 5,631 
上場沢 24,696 24,700 10,539 14,161 
上古田 6,736 6,734 6,705 29 
下古田 11,562 11,871 6,810 5,061 
御作田 1,909 1,576 1,496 80 
福沢 25,704 26,298 15,909 10,389 

七ヶ耕地 15,787 12,649 10,719 1,930 
泉野 10,021 11,130 9,923 1,207 
槻木 37,660 36,239 34,938 1,301 
中道 5,687 5,825 3,181 2,644 

小屋場 7,812 7,812 2,285 5,527 
玉川 3,112 2,498 1,063 1,435 
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（単位：千円） 

 
財産区総歳入決算額は、1,796,743 千円、総歳出決算額は 1,225,124 千円であり、差

引残額は、571,619 千円となっている。 
 

【審査意見】 
  詳細にわたり審査をした結果、諸帳簿及び各証憑書類の整備保管状況は、良好であ

ることを認めました。 
  寄付金に関しては、引続き適切な事務処理を図ることを要望するとともに、将来に

わたって健全な財産区運営を維持するため、計画的に基金を積立てられ、内部留保に努

められたい。 
    財産区は、地方自治法に規定された特別地方公共団体です。従って、財産区が取り扱

う金銭等は公金となります。公金の支出等については、十分留意されるよう要望します。  

財産区名 予算現額 収入済額 支出済額 差引残額 

山田 4,753 4,862 3,185 1,677 
穴山 16,069 12,859 8,240 4,619 
中沢 3,179 3,292 1,415 1,877 
粟沢 17,189 13,196 10,721 2,475 
菊沢 6,304 5,601 862 4,739 

北久保 5,222 5,212 3,659 1,553 
子之神 8,752 8,759 2,423 6,336 
神之原 1,330 481 470 11 
丸山 21,793 22,377 9,195 13,182 
金沢 20,659 20,360 9,192 11,168 

鳴沢自然郷 5,916 6,159 2,473 3,686 
議会合計 1,904,145 1,752,568 1,219,422 533,146 

     

鋳物師屋 1,069 35,093 612 34,481 
下菅沢 6,344 6,387 4,988 1,399 
大日影 2,695 2,695 102 2,592 

管理会合計 10,108 44,175 5,702 38,473 
     

合 計 1,914,253 1,796,743 1,225,124 571,619 
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４ 財産に関する調書 

 
（１）公有財産 
  ① 土地及び建物 
   ア 土  地 
     年度末現在額は１，７０４，３４０㎡で、このうち行政財産は１，３４５，

７９０㎡、普通財産は３５８，５５０㎡となっています。 
     前年度に比べ、行政財産は２８７㎡（０．０２％）増加、普通財産は１９，

７８７㎡（５．２３％）の減少となっています。 
 
   イ 建  物 
     年度末現在額は２４５，５０７㎡で、このうち行政財産は２３３，８２１㎡、

普通財産は１１，６８６㎡となっています。 
     前年度に比べ、行政財産は３４０㎡（０．１５％）の減少、普通財産は１３

６㎡（１．１５％）の減少となっています。 
 
  ② 山  林 
    面積の年度末現在額は２３，０７４㎡で、年度中の増減はありませんが立木の

推定蓄積量は４４５㎥（４．０％）増加し、１１，５６９㎥となっています。 
 
  ③ 出資による権利 
    年度末現在額は３９３，９９２千円で、前年度と変動はありません。 
 
（２）物  品 
   重要物品の年度末現在高は１，２８０点で、前年度に比べ７点の増加となってい

ます。増加した主なものは、耐用年数が過ぎ故障等による買換えで、軽貨物自動車

３台、牛乳保冷庫 1 台、冷蔵庫２台、食器洗浄機 2 台、特殊用途自動車１台、軽貨

物自動車３台の購入がありました。減少した主なものは、牛乳保冷庫２台、冷蔵庫

１台、食器洗浄機１、軽自動車１台、小型動力ポンプ積載車１台、特殊用途自動車

2 台、普通乗用自動車 1 台となっています。 
   物品については、定期監査において確認を行っているので台帳審査に留めたが、

物品台帳の定期的な整備を徹底するとともに、公用車両については保守点検を実施

し、安全運転を徹底し物損事故等を発生させないよう努められたい。 
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（３）基  金 
   年度末現在高は５４基金８，６２２，７８０千円で、前年度に比べ３９８，６９７

千円（７．８％）の増加となっています。 
   なお、平成２９年度から、土地開発基金を除く一般会計の基金について、一括し

て運用しています。 
   基金の運用にあたっては、積立、取り崩し等、計画的で有効的な運用に努められ

たい。 
 
基金の設置及び運用状況 
 
 令和３年度基金の状況は次表のとおりです。 

 
基  金  名 令和３年度末決算額  （単位：千円） 

 
一 
 

括 
 

運 
 

用 

財 政 調 整 基 金 ２，０３４，７４５ 
減 債 基 金 １，４９２，２３６ 
公 共 施 設 整 備 基 金   ３６１，１８９ 
職 員 退 職 手 当 基 金   １７１，２１０ 
八 ヶ 岳 森 林 文 化 基 金    １２，７４４ 
蓼 科 観 光 施 設 建 設 基 金    ８４，６６３ 
学 校 基 金    ６１，７９１（山林９０５，６００㎡） 
育 英 基 金   １１０，９７３ 
パートナーシップのまちづくり基金     ３，７５０ 
森 林 環 境 譲 与 税 基 金    ３７，３１４ 

一括運用基金計 ４,３７０，６１５（内有価証券２，８１１，２０１） 
土 地 開 発 基 金   ４７０，０００（内土地２，２０６．２１㎡） 
国 保 財 政 調 整 基 金   １６０，２０６ 
国 保 高 額 医 療 貸 付 基 金     ６，８７０ 
茅 野 市 北 山 湯 川 財 産 区 基 金 外 

４ ０ 基 金 計 
３，６１５，０８９（内有価証券１，１９７，２３８） 

計５４基金 
８，６２２，７８０（内有価証券４，００８，４３９） 
        （土地･山林９０７，８０６．２１㎡） 
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５ むすび 

令和３年度は、前年度に引続き、新型コロナウイルス感染症への対応に追われる場

面が各事業において多く見受けられる年でありました。ワクチン接種が順調に進みは

したものの感染防止と医療提供体制の確保のため社会経済活動の自粛が余儀なくされ、

年度当初には、新型コロナウイルス感染症の第４波及び第５波により教育機関や行政

区、個人の活動までもが常に新型コロナウイルスに左右されることとなりました。そ

の後、秋から冬にかけ一時的に落ち着いたものの１月からの第６波は感染者数の高止

まりが続く中、一方では経済活動の回復を視野に入れながら行政の舵取が注目される

年でもありました。 

また、新型コロナウイルス感染症の対応の最中、８月中旬には大雨が長引いたこと

から災害が発生し、避難所の開設から始まり、９月には高部地区を中心に発生した土

石流災害では、甚大な被害に襲われ、家屋が倒壊された方々への住いの確保、土砂の

搬出、災害がれきの受入れ等、広範囲に渡り職員をはじめボランティアや各業界の応

援をいただき災害復旧にご尽力いただきました。 

さて、令和３年度に実施した主な事業をみると、ハード面では、やはり高部区を中

心とした災害対策として、公共土木、農林施設等の復旧にそれぞれ取組まれました。

その他では、実施設計などの永明小中学校建設事業、茅野駅西口駅前広場周辺整備、

サンコーポラス旭ヶ丘の外壁屋上改修工事、白樺湖地区街なみ環境整備工事、アクア

ランド茅野の機器更新工事、保育園無線ネットワーク環境構築工事、尖石史跡公園整

備事業の公有財産購入、リサイクルセンターが開業されるなどの取組みが実施されま

した。ソフト面では、観光誘客宣伝事業のちの割第２弾・第３弾、中小企業制度融資

の拡充や持続化支援金の措置が図られ、感染症対策に係る国庫補助事業としては、新

型コロナワクチンの接種、子育て世帯への臨時特別給付金の支給などが実施されまし

た。また、市民の移動手段確保に向けた新地域公共交通実証運行、グリーンヒルズビ

レッジの好調な販売実績、コワーキングスペース等の取組みがされた決算となってい

ます。 

これらの事業を含む令和３年度の決算は、一般会計総額で歳入決算額が対前年度比

７．７％減の３０，０３８，１３８千円、歳出決算額は対前年度比１０．２%減の２

８，３５９，７６７千円となっています。歳入では、基幹収入である市税が令和２年

度に引続き、新型コロナウイルス感染症の経済へのマイナス影響から対前年度比２．

３％減の８，３５７，０９５千円となり、歳入全体に占める割合は２７．８％になっ

ています。また、新型コロナウイルス感染症対策の地方特例交付金は対前年度比プラ

ス４８８．４６％、３３０，４５５千円となり、令和３年度の象徴的な歳入決算であ

りました。歳出では、昨年度、特別定額給付金給付事業により総務費の歳出全体に占

める割合が３２．２８％でありましたが、令和３年度は１８．１５％となり、代わっ

て民生費が子育て世帯等への臨時特別給付金が加わり１１６．９１％増の９，３８５，
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７７５千円となり歳出全体に占める割合が３３．１０％でありました。 

財政の健全化を示す各指数は、財政力の強弱を示す「財政力指数」は、０．５６２と

なり、前年度より０．０２３ポイント低下しています。令和２年度類似都市平均値との

比較でも低い位置づけではありますが、全国平均は上回っていますので令和４年度の数

値に注視させていただきます。「経常収支比率」は、８７．３％で前年度より３．１％

低下となり、前年度よりは弾力性が若干上がりましたので財政状況は安定していると判

断できます。しかし、今後の社会情勢を見据えた際、安定的な確保は約束されていない

ことから、身の丈に合った財政規模の確保を図るとともに、ＤＸによる効率性の高い持

続可能な取り組みにチャレンジしていき安定基盤を整え、職員一人ひとりが貴重な財源

を有効活用していく組織経営を望みます。 

市債の元利金償還の標準財政規模に対する割合を示す「実質公債費比率」は、６．９％

となり、前年度より０．１ポイント増加し、将来負担比率については、４４．７％とな

り、前年度より３．５ポイント減少しています。 

今後とも、現在の世界的な経済情勢の不安要因を抱えている状況を踏まえ、計画的な

財政運用を図るとともに将来を見据えながら、強固な財政基盤の確立にご尽力されるよ

う要望します。 

なお、健全化判断比率等については、別項をご参照ください。 

 

審査意見のうち全庁的共通事項及び個別事項は次のとおりです。 

 

１ 各分野において、市民に有利な補助金制度の周知が行き届くよう対応を望みます。 

２ 金銭的な支援の施策において、金銭の提供で終わるのではなく、場合によっては技

術的・人的な支援も必要であり、支援の中身が充実されるよう望みます。 

３ あらゆる施策において、国、県等における公的資金の獲得は大事でありますので、

引続きアンテナを高くし情報収集に努め、獲得していけるよう望みます。 

４ 各補助団体などの活動について、成果報告等の確認を精査し、市民への公表を進め

幅広く周知していくことを望みます。 

５ 税及び料金の滞納者については、各料金の担当課では実務の乏しさから苦労してい

ることが伺えますが公平な徴収は責務でありますので税務課や水道課との連携を深

め、実務の習得に心掛け未収入金の削減に向けご尽力いただくよう望みます。 

６ 講師謝礼の考え方について、中央公民館では一般的な講師の謝礼の基準があります

が、特殊的な講師謝礼についての基準がありませんので、講師によってはさまざま提

示があり難解であると思いますので、一定の基準が示されるよう望みます。 

７ 各施設において、燃料費及び光熱水費の増加が顕著に表れていますので、各施設管

理者は月々の数値を確認していただき、水道料の漏水等が発生していないか、またエ

コアクションへ直結する取組みに心掛けていくよう望みます。 
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８ 茅野市は公園の数が多く、公園の維持管理費は、増加傾向にありますので、遊具等  

の更新等慎重に判断いただき、維持管理費の抑制に繋がることを望みます。 

９ チラシ・ポスターの印刷においては、業者に全て発注していくのではなく職員の力

で対応できるものは、努力していただくとともに業者委託する際は市内業者を活用し

ていただくことを望みます。 

10 除細動器（AED）のリース料金については、導入時期によって価格のバラつきがあ

りますので、更新時期には、できるだけ集約し安価での契約が実行できるよう望みま

す。 

11 エコアクションに取組む姿勢として、茅野市のＥＶの考えを示していくためにも

後々はＥＶ自動車への更新台数を増やしていくことをご検討ください。 

12 可燃物の収集業務委託は、3 社でありますが、突然の委託業者の離脱等に備え、い

ざという時の対応をご検討ください。 

13 ゴミの出し方リーフレットは、全戸配布の必要性について検討してください。また、

大学や看護学校にも配布することを望みます。一方で学生は紙ベースを見ない傾向が

多いので、可燃物収集ステーションへ QR コードを設置し確認できる方策も参考にし

てください。 

14 ＤＸに取組む茅野市の立場として、新型コロナウイルスを理由にあらゆる企画等を

中止にするのではなく、ＤＸ等を活用するなど知恵を絞って対応していくことを望み

ます。 

15 新型コロナウイルスの影響は今後も続くと思われ、あらゆる場面で左右されること

が予想されますが、市民、また区・自治会は市の方針に着目していますので、今後も

迅速な周知を図られることを望みます。 

16 茅野市のこどもたちの読解力は素晴らしいと思います。図書購入数の人口割りでは

１９市中下の方とのことでありますので、予算の許す限りのご配慮をいただき、こど

も達が更に躍動されていくことを望みます。 

17 市民のこころの悩みは、各部署において早期の段階で対応できるよう、ゲートキー

パーの研修で終わるのでなく、各部署で連携を図っていただくとともに職員以外への

取組みとして、民生児童委員等も含め説明のできるところには積極的に協力体制の依

頼をしていくことを望みます。 

18 「のらざあ」は、さまざまな課題がありますが、障害者移動移送支援との連携など、

今後も引続き市民の有効な移動手段になるよう望みます。この件に関しては、市とし

ても沢山の苦労が存在していますが、最終的に茅野市が成功すれば良いと考えます。 

 
※「令和３年度定期監査（本庁課局）」及び「令和３年度定期監査（出先機関及び施

設）」の結果報告に対する回答報告書の内容のとおり着実に検討または実施いただ

くよう要望いたします。 



自 主 財 源 比　率 依 存 財 源 比　率

円 円 ％ 円 ％

36,356,207,743 14,495,245,989 39.9 21,860,961,754 60.1

30,038,138,253 11,967,592,332 39.8 18,070,545,921 60.2

6,318,069,490 2,527,653,657 40.0 3,790,415,833 60.0

国民健康保険 5,480,599,002 1,690,183,169 30.8 3,790,415,833 69.2

837,470,488 837,470,488 100.0 0 0.0

一 般 会 計

特 別 会 計

特
　
別
　
会
　
計

　 会　 計　 別　 歳　 入　 歳

財　　　　　　　源　　　　　　　別歳 入 総 額

（Ａ）

　　　　　　　　　　区　分

　会 計 別

合 計

後期高齢者医療
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第　１　表

継 続 費
逓次繰越

繰越明許費
財　　　　源

事故繰越

円 円 円 円 円 円

34,460,388,668 1,895,819,075 0 177,433,000 0 1,718,386,075

28,359,766,819 1,678,371,434 0 177,433,000 0 1,500,938,434

6,100,621,849 217,447,641 0 0 0 217,447,641

5,293,659,374 186,939,628 0 0 0 186,939,628

806,962,475 30,508,013 0 0 0 30,508,013

歳入歳出差引額

（Ａ）－（Ｂ）

　 　　出　 決　 算　 総　 括　 表

翌　年　度　繰　越　額

実質収支額
歳 出 総 額

（Ｂ）
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　 会　 計　 別　 歳　 入　 歳

総　　　　　額 繰入金控除額
純 歳 入 額

（Ａ）
繰入金内訳

円 円 円

36,356,207,743 559,240,857 35,796,966,886

30,038,138,253 0 30,038,138,253

6,318,069,490 559,240,857 5,758,828,633 一般会計から

国民健康保険 5,480,599,002 379,216,879 5,101,382,123

837,470,488 180,023,978 657,446,510

歳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　入

一 般 会 計

特 別 会 計

特
　
別
　
会
　
計

　　　　　　　　　　区　分

　会 計 別

合 計

後期高齢者医療
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第　２　表

総　　　　　額 繰出金控除額
純 歳 出 額

（Ｂ）
繰出金内訳

円 円 円 円

34,460,388,668 559,240,857 33,901,147,811 1,895,819,075

28,359,766,819 559,240,857 27,800,525,962 特別会計へ 2,237,612,291

6,100,621,849 0 6,100,621,849 △ 341,793,216

5,293,659,374 0 5,293,659,374 △ 192,277,251

806,962,475 0 806,962,475 △ 149,515,965

　 　　出　 純　 計　 決　 算　 額

純歳入歳出
差　 引　 額
（Ａ）－（Ｂ）

歳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　出
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決算額 前年度対比 決算額 前年度対比

円 ％ 円 ％

36,356,207,743 93.8 38,773,131,013 116.5

30,038,138,253 92.3 32,554,296,295 122.4

6,318,069,490 101.6 6,218,834,718 93.0

国民健康保険 5,480,599,002 101.6 5,393,689,234 91.6

837,470,488 101.5 825,145,484 103.9

　 会　計　別　歳　入　歳　出　決

特
　
別
　
会
　
計

　　　　　　　　　　区　分

　会 計 別

合 計

歳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　入

令　和　２　年　度

一 般 会 計

特 別 会 計

後期高齢者医療

令　和　３　年　度
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第　３　表

決　算　額 決　算　額 令和３年度 令和２年度

円 ％ 円 ％ 円 円

34,460,388,668 91.7 37,598,230,253 115.8 1,895,819,075 1,174,900,760

28,359,766,819 89.8 31,590,644,869 121.8 1,678,371,434 963,651,426

6,100,621,849 101.5 6,007,585,384 92.0 217,447,641 211,249,334

5,293,659,374 101.6 5,211,737,900 90.4 186,939,628 181,951,334

806,962,475 101.4 795,847,484 104.2 30,508,013 29,298,000

　 算　前　年　度　比　較　表

歳　入　歳　出　差　引　額
歳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　出

令　和　３　年　度 令　和　２　年　度

前年度対比 前年度対比
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　　一　 般　 会　 計　 歳　 入　 歳　 出

令和３年度（Ａ） 令和２年度（Ｂ） （Ａ）－（Ｂ）
前年度
対　 比

円 円 円 ％

合 計 30,038,138,253 32,554,296,295 △ 2,516,158,042 92.3

市 税 8,357,095,298 8,555,161,282 △ 198,065,984 97.7

地 方 譲 与 税 374,681,000 369,162,000 5,519,000 101.5

利 子 割 交 付 金 5,154,000 6,380,000 △ 1,226,000 80.8

配 当 割 交 付 金 39,950,000 28,117,000 11,833,000 142.1

株式等譲渡所得割交付金 42,919,000 32,445,000 10,474,000 132.3

法 人 事 業 税 交 付 金 96,185,000 41,338,000 54,847,000 232.7

地 方 消 費 税 交 付 金 1,404,643,000 1,283,616,000 121,027,000 109.4

ゴルフ場利用税交付金 52,043,775 41,645,100 10,398,675 125.0

環 境 性 能 割 交 付 金 26,420,000 24,469,000 1,951,000 108.0

地 方 特 例 交 付 金 330,455,000 67,653,000 262,802,000 488.5

地 方 交 付 税 7,428,208,000 6,331,603,000 1,096,605,000 117.3

交通安全対策特別交付金 9,333,000 10,254,000 △ 921,000 91.0

分 担 金 及 び 負 担 金 122,990,908 160,541,016 △ 37,550,108 76.6

使 用 料 及 び 手 数 料 255,543,615 230,728,422 24,815,193 110.8

国 庫 支 出 金 4,512,542,665 8,775,867,184 △ 4,263,324,519 51.4

県 支 出 金 1,383,911,481 1,353,512,247 30,399,234 102.2

財 産 収 入 356,968,407 262,728,892 94,239,515 135.9

寄 附 金 276,058,898 127,561,818 148,497,080 216.4

繰 入 金 48,009,203 532,848,004 △ 484,838,801 9.0

繰 越 金 963,651,426 668,023,469 295,627,957 144.3

諸 収 入 1,587,274,577 1,704,841,861 △ 117,567,284 93.1

市 債 2,364,100,000 1,945,800,000 418,300,000 121.5

　　　　　　　　　　区　分

　款 別

歳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　入
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　 　決　算　 前　 年　 度　 比　 較　 表

第　４　表

令和3年度（Ａ） 令和2年度（Ｂ） （Ａ）－（Ｂ）
前年度
対　 比

円 円 円 ％

合 計 28,359,766,819 31,590,644,869 △ 3,230,878,050 89.8

議 会 費 179,962,211 173,610,205 6,352,006 103.7

総 務 費 5,148,519,142 10,198,660,878 △ 5,050,141,736 50.5

民 生 費 9,385,774,563 8,028,539,099 1,357,235,464 116.9

衛 生 費 2,090,098,805 1,889,120,993 200,977,812 110.6

労 働 費 86,948,111 88,377,041 △ 1,428,930 98.4

農 林 水 産 業 費 448,650,987 466,657,685 △ 18,006,698 96.1

商 工 費 2,054,429,798 2,203,931,053 △ 149,501,255 93.2

土 木 費 2,450,229,040 2,335,202,533 115,026,507 104.9

消 防 費 791,857,431 967,389,634 △ 175,532,203 81.9

教 育 費 2,700,904,722 2,628,046,368 72,858,354 102.8

災 害 復 旧 費 319,025,701 4,378,000 314,647,701 7,287.0

公 債 費 2,661,101,071 2,564,468,463 96,632,608 103.8

諸 支 出 金 42,265,237 42,262,917 2,320 100.0

予 備 費 - - - -

　　　　　　　　　　区　分

　款 別

歳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　出
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　　　　一　　　般　　　会　　　計　　 款　　　別

予算額

継続費及び
繰越事業費
繰 越 財 源
充　 当　 額

計
構
成
比

金　　　額
構
成
比

予算
現額
対比

(B)/(A)

円 円 円 ％ 円 ％ ％

合 計 32,029,272,000 543,667,000 32,572,939,000 100.0 30,479,453,185 100.0 93.6

市 税 8,050,000,000 0 8,050,000,000 24.7 8,757,953,990 28.7 108.8

地 方 譲 与 税 348,000,000 0 348,000,000 1.1 374,681,000 1.2 107.7

利子割交付金 5,000,000 0 5,000,000 0.0 5,154,000 0.0 103.1

配当割交付金 24,000,000 0 24,000,000 0.1 39,950,000 0.1 166.5

株 式 等 譲 渡
所得割交付金

27,000,000 0 27,000,000 0.1 42,919,000 0.1 159.0

法人事業税交
付 金

52,000,000 0 52,000,000 0.2 96,185,000 0.3 185.0

地 方 消 費 税
交 付 金

1,365,000,000 0 1,365,000,000 4.2 1,404,643,000 4.6 102.9

ゴ ル フ 場 利用
税 交 付 金

44,000,000 0 44,000,000 0.1 52,043,775 0.2 118.3

環 境 性 能 割
交 付 金

27,000,000 0 27,000,000 0.1 26,420,000 0.1 97.9

地 方 特 例
交 付 金

109,000,000 0 109,000,000 0.3 330,455,000 1.1 303.2

地 方 交 付 税 6,871,841,000 0 6,871,841,000 21.1 7,428,208,000 24.4 108.1

交通安全対策
特 別 交 付 金

9,000,000 0 9,000,000 0.0 9,333,000 0.0 103.7

分 担 金 及 び
負 担 金

157,319,000 0 157,319,000 0.5 130,944,141 0.4 83.2

使 用 料 及 び
手 数 料

269,286,000 0 269,286,000 0.8 263,511,591 0.9 97.9

国 庫 支 出 金 5,811,873,000 121,175,000 5,933,048,000 18.2 4,512,542,665 14.8 76.1

県 支 出 金 1,540,473,000 12,755,000 1,553,228,000 4.8 1,383,911,481 4.5 89.1

財 産 収 入 288,151,000 288,151,000 0.9 378,269,234 1.2 131.3

寄 附 金 238,905,000 238,905,000 0.7 276,058,898 0.9 115.6

繰 入 金 152,861,000 152,861,000 0.5 48,009,203 0.2 31.4

繰 越 金 878,614,000 85,037,000 963,651,000 3.0 963,651,426 3.2 100.0

諸 収 入 1,571,749,000 1,571,749,000 4.8 1,590,508,781 5.2 101.2

市 債 4,188,200,000 324,700,000 4,512,900,000 13.9 2,364,100,000 7.8 52.4

　　　　　　　区　分

　款 別

予　　　算　　　現　　　額　　　（Ａ） 調　定　額　（Ｂ）
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　 　　歳　　　入　　　決　　　算　　　表

第　５　表

金　　　額
構
成
比

予算
現額
対比
(C)/(A)

調定
額

対比
(C)/(B)

金　　　額
構
成
比

調定
額

対比
(D)/(B)

金　　　額

（Ｃ）－（Ａ）

予算
現額
対比

{(C)-(A)}/(A)

円 ％ ％ ％ 円 円 ％ ％ 円 ％

30,038,138,253 100.0 92.2 98.6 54,514,088 386,800,844 100.0 1.3 △ 2,534,800,747 △ 7.8

8,357,095,298 27.8 103.8 95.4 52,695,680 348,163,012 90.0 4.0 307,095,298 3.8

374,681,000 1.2 107.7 100.0 0 0 - - 26,681,000 7.7

5,154,000 0.0 103.1 100.0 0 0 - - 154,000 3.1

39,950,000 0.1 166.5 100.0 0 0 - - 15,950,000 66.5

42,919,000 0.1 159.0 100.0 0 0 - - 15,919,000 59.0

96,185,000 0.3 185.0 100.0 0 0 - - 44,185,000 85.0

1,404,643,000 4.7 102.9 100.0 0 0 - - 39,643,000 2.9

52,043,775 0.2 118.3 100.0 0 0 - - 8,043,775 18.3

26,420,000 0.1 97.9 100.0 0 0 - - △ 580,000 △ 2.1

330,455,000 1.1 303.2 100.0 0 0 - - 221,455,000 203.2

7,428,208,000 24.7 108.1 100.0 0 0 - - 556,367,000 8.1

9,333,000 0.0 103.7 100.0 0 0 - - 333,000 3.7

122,990,908 0.4 78.2 93.9 1,544,890 6,408,343 1.7 4.9 △ 34,328,092 △ 21.8

255,543,615 0.9 94.9 97.0 273,518 7,694,458 2.0 2.9 △ 13,742,385 △ 5.1

4,512,542,665 15.0 76.1 100.0 0 0 - - △ 1,420,505,335 △ 23.9

1,383,911,481 4.6 89.1 100.0 0 0 - - △ 169,316,519 △ 10.9

356,968,407 1.2 123.9 94.4 0 21,300,827 5.5 5.6 68,817,407 23.9

276,058,898 0.9 115.6 100.0 0 0 - - 37,153,898 15.6

48,009,203 0.2 31.4 100.0 0 0 - - △ 104,851,797 △ 68.6

963,651,426 3.2 100.0 100.0 0 0 - - 426 0.0

1,587,274,577 5.3 101.0 99.8 0 3,234,204 0.8 0.2 15,525,577 1.0

2,364,100,000 7.9 52.4 100.0 0 0 - - △ 2,148,800,000 △ 47.6

収入未済額（Ｄ）収　入　済　額　（Ｃ）

不納欠損額

予算現額に対する
決算額の比較
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　　　一　　　般　　　会　　　計　　 款　　　別

金　　　額 構成比

円 円 円 円 ％

合 計 32,029,272,000 543,667,000 0 32,572,939,000 100.0

議 会 費 185,017,000 0 0 185,017,000 0.6

総 務 費 5,250,607,000 53,809,000 5,304,416,000 16.3

民 生 費 9,941,617,000 0 9,941,617,000 30.5

衛 生 費 2,271,532,000 0 2,271,532,000 7.0

労 働 費 89,062,000 0 89,062,000 0.3

農 林 水 産 業 費 461,711,000 17,284,000 478,995,000 1.5

商 工 費 2,358,542,000 0 2,358,542,000 7.2

土 木 費 2,971,452,000 225,135,000 2,700,000 3,199,287,000 9.8

消 防 費 826,206,000 0 826,206,000 2.5

教 育 費 3,475,300,000 247,439,000 3,722,739,000 11.4

災 害 復 旧 費 1,469,412,000 0 1,469,412,000 4.5

公 債 費 2,670,548,000 0 2,670,548,000 8.2

諸 支 出 金 42,266,000 0 42,266,000 0.1

予 備 費 16,000,000 0 △ 2,700,000 13,300,000 0.0

　　　　　　　　区　分

　款　別

予　　　算　　　現　　　額

予算額
継続費及び
繰越事業費
繰 　越　 額

予備費支出
及び

流　用　増　減

計
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　 　　　歳　　出　　決　　算　　表

第　６　表

金　　　額
構
成
比

予算
現額
対比

継続費
逓　 次
繰　 越

繰越明許費
事故

繰越
金　　　額

予算
現額
対比

円 ％ ％ 円 円 円 円 ％

28,359,766,819 100.0 87.1 0 2,019,136,000 0 2,194,036,181 6.7

179,962,211 0.6 97.3 0 0 0 5,054,789 2.7

5,148,519,142 18.2 97.1 0 25,507,000 0 130,389,858 2.5

9,385,774,563 33.1 94.4 0 174,268,000 0 381,574,437 3.8

2,090,098,805 7.4 92.0 0 10,000,000 0 171,433,195 7.5

86,948,111 0.3 97.6 0 0 0 2,113,889 2.4

448,650,987 1.6 93.7 0 1,268,000 0 29,076,013 6.1

2,054,429,798 7.2 87.1 0 105,950,000 0 198,162,202 8.4

2,450,229,040 8.6 76.6 0 543,696,000 0 205,361,960 6.4

791,857,431 2.8 95.8 0 0 0 34,348,569 4.2

2,700,904,722 9.5 72.6 0 898,847,000 0 122,987,278 3.3

319,025,701 1.1 21.7 0 259,600,000 0 890,786,299 60.6

2,661,101,071 9.4 99.6 0 0 0 9,446,929 0.4

42,265,237 0.1 100.0 0 0 0 763 0.0

0 0.0 0.0 0 0 0 13,300,000 100.0

支　出　済　額 不　用　額翌　年　度　繰　越　額
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　　特　　　別　　　会　　　計

予算額

継続費及び
繰越事業費
繰 越 財 源
充　 当　 額

計
構
成
比

金　　　額

予算
現額
対比

(B)/(A)

円 円 円 ％ 円 ％

合 計 6,418,695,000 0 6,418,695,000 100.0 6,414,558,831 99.9

国 民 健 康 保 険 5,569,041,000 0 5,569,041,000 86.8 5,572,200,943 100.1

後 期 高 齢 者 医 療 849,654,000 0 849,654,000 13.2 842,357,888 99.1

　　　　　　　　区　分

　会 計 別

予　　　算　　　現　　　額　　　（Ａ） 調　定　額　（Ｂ）
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　 　　歳　　　入　　　決　　　算　　　表

第　７　表

金　　　額

予算
現額
対比
(C)/(A)

調定額
対比
(C)/(B)

金　　　額
調定額
対比
(D)/(B)

金　　　額

（Ｃ）－（Ａ）

予算
現額
対比
{(C)-

(A)}/(A)

円 ％ ％ 円 円 ％ 円 ％

6,318,069,490 98.4 98.5 10,792,670 85,696,671 1.3 △ 100,625,510 △ 1.6

5,480,599,002 98.4 98.4 10,686,170 80,915,771 1.5 △ 88,441,998 △ 1.6

837,470,488 98.6 99.4 106,500 4,780,900 0.6 △ 12,183,512 △ 1.4

収入未済額（Ｄ）収　入　済　額　（Ｃ）

不納欠損額

予算現額に対する
決算額の比較
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　　　特　　　別　　　会　　　計

金　　　額 構成比

円 円 円 ％

合 計 6,418,695,000 0 6,418,695,000 100.0

国 民 健 康 保 険 5,569,041,000 0 5,569,041,000 86.8

後 期 高 齢 者 医 療 849,654,000 0 849,654,000 13.2

　　　　　　　　区　分

　会 計 別

予　　　算　　　現　　　額

予算額
継続費及び
繰越事業費
繰 　越　 額

計
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　 　　　　　歳　　出　　決　　算　　表

第　８　表

金　　　額
予算
現額
対比

継続費
逓　 次
繰　 越

繰越明許費
事故

繰越
金　　　額

予算
現額
対比

円 ％ 円 円 円 円 ％

6,100,621,849 95.0 0 0 0 318,073,151 5.0

5,293,659,374 95.1 0 0 0 275,381,626 4.9

806,962,475 95.0 0 0 0 42,691,525 5.0

支　出　済　額 不　用　額翌　年　度　繰　越　額
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第　　９　　表

３年度 ２年度
３年度
（Ａ）

２年度
（Ｂ）

３年度 ２年度 （Ａ）－（Ｂ） （Ａ）／（Ｂ）

千円 千円 千円 千円 ％ ％ 千円 ％

計 8,757,953 9,002,198 8,357,095 8,555,161 95.4 95.0 △ 198,066 97.7

現 8,339,002 8,677,664 8,271,066 8,493,118 99.2 97.9 △ 222,052 97.4

滞 418,951 324,534 86,029 62,043 20.5 19.1 23,986 138.7

計 3,439,224 3,433,478 3,390,486 3,379,218 98.6 98.4 11,268 100.3

現 3,389,197 3,390,251 3,372,207 3,361,933 99.5 99.2 10,274 100.3

滞 50,027 43,227 18,279 17,285 36.5 40.0 994 105.8

計 4,196,817 4,451,707 3,886,127 4,104,926 92.6 92.2 △ 218,799 94.7

現 3,871,127 4,204,634 3,826,606 4,066,342 98.8 96.7 △ 239,736 94.1

滞 325,690 247,073 59,521 38,584 18.3 15.6 20,937 154.3

計 227,670 219,905 224,557 216,880 98.6 98.6 7,677 103.5

現 224,786 216,704 223,733 215,558 99.5 99.5 8,175 103.8

滞 2,884 3,201 824 1,322 28.6 41.3 △ 498 62.3

市 た ば こ 税 現 332,106 313,714 332,106 313,714 100.0 100.0 18,392 105.9

－
5
8
－

市　　税　　前　　年　　度　　比　　較　　表

収入済額前年度対比

市 民 税

固 定 資 産 税

軽 自 動 車 税

　　　　　　　　　　　　区　　分

　項　　目

一 般 会 計 合 計

調　　定　　額 収　入　済　額 徴　収　率



計 52,151 44,758 52,151 44,758 100.0 100.0 7,393 116.5

現 52,151 44,758 52,151 44,758 100.0 100.0 7,393 116.5

滞 0 0 0 0 - - 0 -

計 509,985 538,637 471,668 495,665 92.5 92.0 △ 23,997 95.2

現 469,635 507,604 464,263 490,814 98.9 96.7 △ 26,551 94.6

滞 40,350 31,033 7,405 4,851 18.4 15.6 2,554 152.6

計 1,182,225 1,210,719 1,091,126 1,117,745 92.3 92.3 △ 26,619 97.6

現 1,094,699 1,115,902 1,060,193 1,078,079 96.8 96.6 △ 17,886 98.3

滞 87,526 94,817 30,933 39,666 35.3 41.8 △ 8,733 78.0

－
5
9
－

入 湯 税

都 市 計 画 税

特 別 会 計

国 民 健 康 保 険 税



市　　　　　　　税

　　不　納

国民健康保険税

款 項 目 節 件数 金　額

件 円

現年度課税分 33 333,364

滞 納 繰 越 分 220 4,773,510

現年度課税分 0 0

滞 納 繰 越 分 2 54,285

現年度課税分 76 15,371,169

滞 納 繰 越 分 391 26,803,626

現年度課税分 0 0

滞 納 繰 越 分 20 162,100

現年度課税分 76 1,876,631

滞 納 繰 越 分 391 3,320,995

1,209 52,695,680

現年度課税分 0 0

滞 納 繰 越 分 627 6,616,623

現年度課税分 0 0

滞 納 繰 越 分 612 1,955,365

現年度課税分 0 0

滞 納 繰 越 分 303 1,014,672

現年度課税分 0 0

滞 納 繰 越 分 102 658,932

現年度課税分 0 0

滞 納 繰 越 分 102 200,748

現年度課税分 0 0

滞 納 繰 越 分 102 239,830

1,848 10,686,170

3,057 63,381,850

科　　　　　　目 不納欠損額

市

税

国

民

健

康

保

険

税

市 民 税

個 人

固 定 資 産 税

軽 自 動 車 税

固 定 資 産 税

軽 自 動 車 税

都 市 計 画 税 都 市 計 画 税

一　　　　　般　　　　　会　　　　　計

一 般 被 保 険 者

退職被保険者等

国　　　　　保　　　　　会　　　　　計

法                    人

介 護 給 付 金

合　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計

医 療 給 付 費

後期高齢者支援金

介 護 給 付 金

医 療 給 付 費

後期高齢者支援金
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欠　損　処　分　事　由　内　訳　表

第　　１０　　表

件数 金　額 件数 金　額 件数 金　額 件数 金　額

件 円 円 件 円

0 0 33 333,364 0 0 0 0

157 4,022,237 22 275,477 41 475,796 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

2 54,285 0 0 0 0 0 0

0 0 76 15,371,169 0 0 0 0

295 4,126,658 62 21,516,812 34 1,160,156 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

12 102,700 0 0 8 59,400 0 0

0 76 1,876,631 0 0 0 0

295 511,297 62 2,665,954 34 143,744 0 0

761 8,817,177 331 42,039,407 117 1,839,096 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

544 5,990,132 3 53,502 80 572,989 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

529 1,765,203 3 18,198 80 174,964 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

252 884,335 0 0 51 130,337 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

102 658,932 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

102 200,748 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

102 239,830 0 0 0 0 0 0

1,631 9,739,180 6 71,700 211 875,290 0 0

2,392 18,556,357 337 42,111,107 328 2,714,386 0 0

滞納処分の執行停止以
外の時効

事　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　由

滞納処分の執行停止
が３年間継続

徴収不納、即時欠損
滞納処分の執行停止
中における時効
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公 営 企 業 会 計 
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４監第１４号 

令和４年(2022 年)8 月 25 日 

 

 茅野市長 今井  敦 様 

 

茅野市監査委員 山 﨑 文 男 

                      同    奥 原 正 夫 

                      同    伊 藤 玲 子 

  

 

 

   令和３年度茅野市公営企業会計決算審査意見について（報告） 

 

 

 地方公営企業法第３０条第２項の規定により、審査に付された令和３年度茅

野市公営企業会計の決算及び付属書類を審査したので、意見を付して報告いた

します。 
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令和３年度 茅野市公営企業会計決算審査意見書 

 
 
第１ 審  査  対  象 

 令和３年度茅野市国民健康保険診療所特別会計決算 
 令和３年度茅野市水道事業会計決算 
 令和３年度茅野市下水道事業会計決算 
 
 
第２ 審 査 実 施 日 

 令和４年８月２日 
令和４年８月３日 
 
 

第３ 審 査 の 方 法 

 茅野市監査基準に基づき、審査にあたっては、決算報告書、損益計算書、貸借対照表、

剰余金計算書、剰余金処分計算書及びその他決算付属書類が法令に準拠して作成され、

事業の経営状況及び財政状況を適正に表示しているか、また、事業は経済性を追求する

とともに、公共の福祉を増進するよう運営されているかを主眼とし、関係者から説明を

求め審査を行いました。 
 
 
第４ 審 査 の 結 果  

 審査に付された決算報告書、財務諸表及び決算付属書類は、地方公営企業関係法令に

準拠して作成されており、その計数も誤りもなく、令和３年度の経営成績及び財政状況

を適正に表示し、事業の経営は法に定められた基本原則に基づいて運営されているもの

と認めました。 
 なお、事業の概要、予算の執行状況、経営成績、財務状況は次に述べるとおりです。 
 



 
 
 
 
 
 
 

茅野市国民健康保険診療所特別会計 
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国民健康保険診療所特別会計 

１ 事業概要 

（１）患者・利用者数の状況 

   令和３年度の外来患者総数は、リバーサイドクリニック、泉野診療所、北山診療所

を併せて年間延１６,９６３人で、前年度に比べて５４７人の増加となっています。 

 

患者・利用者数の状況 

                                  （単位：人） 

      年 度 

区 分 

延患者・利用者数 一日平均患者数 

３年度 ２年度 増 減 ３年度 ２年度 増 減 

ﾘﾊﾞｰｻｲﾄﾞｸﾘﾆｯｸ 外来 13,356 13,373 △17 46.2 46.3 △0.1 

泉野診療所 外来 218 236 △18 5.1 4.8 0.3 

北山診療所 外来 3,389 2,807 582 14.0 11.6 2.4 

合  計  16,963 16,416 547 - - - 

 

２ 決算の概要 

（１）収益的収入及び支出 

  ア 収 入 

    令和３年度の収入総額は、２３２，１７８千円となり、予算現額に対して１３，

１０９千円（５．３％）の減少、前年比では６，３９８千円（２．７％）の減少と

なっています。 

    医療収益では予算現額に対して２２，３８８千円（９．８％）の減少、医療外収

益は８，８８０千円（６４．４％）の増加、附帯事業収益は、予算現額に対して３

９９千円（１０．３％）の増加となっています。 

  イ 支 出 

    令和３年度の診療事業費用は２２２，３５３千円となり、不用額は２２，９３４

千円で執行率９０．7％となりました。また、前年比では、１０，７４０千円（４．

６％）の減少となっています。 

    医療費用では、１９，９４８千円の不用額で執行率９１．４％、附帯事業費用は

２，０８９千円の不用額となっています。 

（２）資本的収入及び支出 

    支出総額７，５６５千円は、医療機器リース料及び医療機器購入費用であり、収

入のうち他会計補助金３，５３２千円以外の支出に対する不足額は、過年度分損益

勘定留保資金４，０３３千円で補てんされています。 
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  ３ 経営状況 

 

  令和３年度の収益的収支の前年度対比では、診療事業収益が６，３９８千円の減少、

診療事業費用は、１０，７４０千円の減少となっています。 

損益状況は、総収益２３２，１７８千円に対して、診療事業費用は２２２，３５３千

円であり、当期は９，８２５千円の純利益が生じています。 

  部門別では、医業部門、附帯事業部門で１０，９５３千円の損失となり、医療外部門

は２０，７７９千円の利益を計上しています。 

   

収益的収入及び支出の状況 

収 入                            （単位：円、％） 

項  目 令和３年度 令和２年度 比較増減 前年度対比 

 

医 業 収 益 

 

205,232,431 

円 

189,868,891 

円 

15,363,540 

％ 

108,09 

医 業 外 収 益 22,674,526 44,572,662 △21,898,136 50.87 

附帯事業収益 4,271,120 4,134,855 136,265 103.30 

合 計 232,178,077 238,576,408 △6,398,331 97.32 

   

支 出                            （単位：円、％） 

項  目 令和３年度 令和２年度 比較増減 前年度対比 

 

医 業 費 用 

円 

215,667,802 

円 

226,178,018 

円 

△10,510,216 

％ 

95.35 

医 業 外 費 用 1,895,800 1,778,500 117,300 106.60 

附帯事業費用 4,789,136 5,135,970 △346,834 93.25 

合 計 222,352,738 233,092,488 △10,739,750 95.39 

   

   

部 門 別 損 益 表           （単位：円、％） 

区  分 収益（Ａ） 費用（Ｂ） 
損 益 

（Ａ）－（Ｂ） 

損益比率 

(Ａ) / (Ｂ) 

 

医 業 部 門 

円 

205,232,431 

円 

215,667,802 

円 

△10,435,371 

％ 

95.16 

医 業 外 部 門 22,674,526 1,895,800 20,778,726 1,196.04 

附帯事業部門 4,271,120 4,789,136 △518,016 89.18 

合 計 232,178,077 222,352,738 9,825,339 104.42 
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 ４ 財政状況 

（１）資 産 

   資産総額は３３９，９８７千円となり、前年比較１０，７７３千円の減少となりま

した。特記事項等は無く、減価償却による資産の減少となります。 

（２）負債及び資本 

   負債・資本総額３３９，９８７千円の内訳は、負債の部は６５，４３９千円であり、

退職手当の支給と未払金の減少により、前年比２０，５９８千円の減少となっていま

す。 

また、資本金は１５０，５２１千円、剰余金は１２４，０２７千円であり、資本の

部合計は、２７４，５４８千円となり、前年比９，８２５千円の増加となっています。 

 

 

 

５ 未収金 

  未収金の状況は次のとおりです。   

（単位：円） 

区 分 診療報酬 患者負担金 その他 合  計 

３年度末現在高 33,768,791 907,388 9,721,257 44,397,436 

２年度末現在高 30,187,609 1,439,599 8,648,025 40,275,233 

比 較 増 減 3,581,182 △532,211 1,073,232 4,122,203 

  医業未収金の内容については、診療報酬が２か月遅れで入金となることから未収とな

っています。 
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６ 経営分析等に関する調べ 

  損益に関する比率は次表のとおりです。                （単位：％） 

項  目 ３年度 ２年度 比較 

増減 

備   考 

総収支比率 
 

104.4 

 

102.4 

 

2.0 

  総   収   益 
×100 

  総   費   用 

医業収支比率 95.2 83.9 11.3 
  医  業  収  益 

×100 
  医  業  費  用 

利 益 率 4.7 2.8 1.9 
  経  常  利  益 

×100 
 医業収益＋附帯事業収益 

給 与 費 率 52.8 64.7 △11.9 

 職員給与費（退職給与引当

金含む） ×100 

 医業収益＋附帯事業収益 

 

７ 財務分析に関する調べ 

  財務分析に関する比率は次のとおりです。 

項   目 算出基礎（単位 円） 比率％ 

自己資金構成比率 
 自 己 資 本 金 ＋ 剰 余 金（274,547,649） 

×100 
(75.5) 

80.8 負 債 資 本 合 計（339,986,565） 

固 定 比 率 
 固 定 資 産（123,075,414） 

×100 
(51.2) 

44.8 自己資本金＋利益剰余金（274,547,649） 

固 定 資 産 対 

長 期 資 本 比 率 

 固 定 資 産（123,075,414） 
×100 

(46.8) 

42.9 資本金＋剰余金＋固定負債  （287,024,717） 

流 動 比 率 
 流 動 資 産（216,911,151） 

×100 
(466.3) 

556.8 流 動 負 債（38,954,163） 

※ 比率欄の上段の（  ）内は前年度数値 

 

８ 利益剰余金処分案 

 令和３年度は、９，８２５千円の純利益が生じたことから、１２４，０２７千円を翌

年度への繰越利益剰余金とする剰余金処分案は適切なものです。 
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９ む す び 

 令和３年度は、３つの診療所の患者数が前年度に比べて、５４７人（３．３％）の増

加ですが、元年度に比べると、３，１５７人（１５．７％）、鍼灸を除くと１，７４６人

（９．３%）の減少となっています。 

収益的収支の医業収益と附帯事業収益の合計は、２０９，５０４千円（前年度比１５，

５００千円で８．０％の増）、医療費用と附帯事業費用の合計は、２２０，４５７千円

（前年度比１０，８５７千円で４．７％の減）になっており、この結果、医業・附帯事

業収支の合計は、１０，９５３千円（対前年度比２６，３５７千円の減）の損失となっ

ています。 

また、総収益は２３２，１７８千円で前年度に比べ６，３９８千円の減、総費用は２

２２，３５３千円で前年度より１０，７３９千円の減になり、収支差引９，８２５千円

の純利益を生じています。 

一般会計からの補助金は、８，３９８千円（北山診療所赤字相当額及び医療機器リー

ス代）となっています。 

収益的収支の決算状況としては、新型コロナウィルス感染拡大の状況下であった令和

２年度と同程度の患者数でしたが、診療単価の改善により外来収益がコロナ前の平成３

０年度と比較して９６．３％まで回復し、また職員数の見直しによる診療事業費用の削

減の効果もあり、黒字決算となっています。 

新型コロナウィルスの感染拡大による受診控えの影響から、経営を取り巻く環境は厳

しい状況でありますが、患者数の確保、医療の質の向上を図られるとともに、健全経営

に努められたいと考えます。 

今後、茅野市の高齢化が一段と進行するなか、一人暮らしの高齢者や、高齢者だけの

世帯が増加することが想定され、市民から在宅医療等の要望が高まっていくと思われま

す。また、諏訪中央病院組合への移譲を検討しているようですが、今まで通っていただ

いた患者に対し、サービスが低下することのないよう病院との機能分担や連携を図り、

訪問診療等地域と触れ合う優しい医療を実施し地域に信頼される診療所となるよう期

待いたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 



貸　方　（収益）

金額

（Ａ）－（Ｂ）

１　医業収益 205,232,431 88.4 189,868,891 79.6 15,363,540 108.1

　　外来収益 164,453,776 70.8 152,023,706 63.7 12,430,070 108.2

　　その他医業収益 40,778,655 17.6 37,845,185 15.9 2,933,470 107.8

２　医業外収益 22,674,526 9.8 44,572,662 18.7 △ 21,898,136 50.9

　　受取利息配当金 295,207 0.1 314,652 0.1 △ 19,445 93.8

　　他会計補助金 4,866,000 2.1 7,263,000 3.0 △ 2,397,000 67.0

補助金　　　　　　　　 11,950,418 5.2 0 0.0 11,950,418 -

　　長期前受金戻入 4,873,355 2.1 5,726,011 2.4 △ 852,656 85.1

　　その他医業外収益 689,546 0.3 31,268,999 13.2 △ 30,579,453 2.2

３　附帯事業収益 4,271,120 1.8 4,134,855 1.7 136,265 103.3

　　介護保険事業収益 4,271,120 1.8 4,134,855 1.7 136,265 103.3

4　特別収益 0 0.0 0 0.0 0 -

　　その他特別収益 0 0.0 0 0.0 0 -

診療事業収益 232,178,077 100.0 238,576,408 100.0 △ 6,398,331 97.3

借　方　（費用）

金額

（Ａ）－（Ｂ）

１　医業費用 215,667,802 97.0 226,178,018 97.0 △ 10,510,216 95.4

　　給 与 費 106,161,654 47.7 120,893,749 51.8 △ 14,732,095 87.8

　　材 料 費 16,839,976 7.6 19,469,126 8.4 △ 2,629,150 86.5

　　経　　費 78,855,168 35.5 69,685,986 29.9 9,169,182 113.2

　　減価償却費 13,494,574 6.1 14,768,927 6.3 △ 1,274,353 91.4

　　資産減耗費 10,350 0.0 874,154 0.4 △ 863,804 1.2

　　研究研修費 306,080 0.1 486,076 0.2 △ 179,996 63.0

２　医業外費用 1,895,800 0.9 1,778,500 0.8 117,300 106.6

　　消費税及び
　　地方消費税

1,895,800 0.9 1,778,500 0.8 117,300 106.6

　　その他雑損失 0 0.0 0 0.0 0 -

３　附帯事業費用 4,789,136 2.1 5,135,970 2.2 △ 346,834 93.2

　　給 与 費 4,491,320 2.0 4,703,058 2.0 △ 211,738 95.5

　　経　　費 297,816 0.1 432,912 0.2 △ 135,096 68.8

4　特別損失 0 0.0 0 0.0 0 -

診療事業費用 222,352,738 100.0 233,092,488 100.0 △ 10,739,750 95.4

令和３年度

金額（Ａ） 構成比

　　　　　　　　　　区分

科目

(単位：円、％）

令和２年度 比較増減

金額（Ｂ） 構成比 （Ａ）／（Ｂ）

比較損益計算書

　　　　　　　　　　区分

科目

令和２年度 比較増減

金額（Ｂ） 構成比 （Ａ）／（Ｂ）

令和３年度

金額（Ａ） 構成比

(単位：円、％）
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水 道 事 業 会 計 
１ 事業の概要 

（１）建設改良事業の状況 
    当年度実施した配水管等の布設工事及び布設替工事は次のとおりです。 
    ・水道単独事業   １，６３７．５ｍ  
    ・道路改良事業     ７１．２ｍ    
    ・下水道関連工事   ２６３．９ｍ 
    ・都市計画関連工事  １１５．２ｍ   合計  ２，０８７．８ｍ  
 
 （２）業務状況 
    当年度の業務状況は次表のとおりです。 
  

区  分 R３年度 R２年度 比較増減 前年度対比 
給水区域内人口（人） 52,726 53,095 △369 99.3 
現在給水人口（人） 52,667 53,036 △369 99.3 
普 及 率  （％） 99.9 99.9 0 100.0 
給水戸数   （戸） 23,398 23,312 86 100.4 
一日平均配水量（㎥/日) 25,228 24,722 506 102.0 
年間総配水量 （㎥） 9,208,219 9,023,491 184,728 102.0 
年間総有収水量（㎥） 7,234,804 7,088,462 146,342 102.1 
有 収 率  （％） 78.6 78.6 0 100.0 
職 員 数  （人） 17 18 △1 94.4 

①  当年度の給水人口は５２，６６７人で、前年度に比較して３６９人（０．７％）

の減少となっています。 
②  当年度の給水戸数は２３，３９８戸で、前年度に比較して８６戸（０．４％）の

増加となっています。 
③  当年度の年間総配水量は９，２０８，２１９㎥で、前年度に比較して１８４，７

２８㎥（２．０％）増加しています。 
④  当年度の年間総有収水量は７，２３４，８０４㎥で、前年度に比較して１４６，

３４２㎥（２．１％）増加しています。 
  ⑤ 当年度の有収率は７８．６％で、前年度と同様となっています。 
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２ 予算の執行状況 

 （１）収益的収入及び支出（消費税含む） 
    当年度の予算の執行状況は次の表のとおりです。 
 
 収益的収入                              （単位：円、％） 

    区分 
 
科目 

予 算 額 決 算 額 予 算 額 に 
比べ決算額 
の 増 減 

決算額の

予算額に

対する比 金 額 
構成 
比率 金 額 

構成 
比率 

水道事業収益 1,364,660,000 100.0 1,399,525,000 100.0 34,865,000 102.6 
 営業収益 1,212,149,000 88.8 1,242,566,703 88.8 30,417,703 102.5 
 営業外収益 152,511,000 11.2 156,958,297 11.2 4,447,297 102.9 
 特別収益 0 － 0 － 0 － 

 
 収益的支出                              （単位：円、％） 

    区分 
 
科目 

予 算 額 決 算 額 
不 用 額 

決算額の

予算額に

対する比 
金 額 

構成 
比率 

金 額 
構成 
比率 

水道事業費用 1,172,099,000 100.0 1,013,815,020 100.0 158,283,980 86.5 
 営業費用 1,147,998,000 97.9 1,002,077,881 98.8 145,920,119 87.3 
 営業外費用 24,101,000 2.1 11,737,139 1.2 12,363,861 48.7 
 特別損失 0 － 0 － 0 － 
 予備費 0 － 0 － 0 － 

      
水道事業収益は、予算額に対して３４，８６５千円の増加となっていますが、こ

れは主に営業収益の増加によるものです。 
     水道事業費用は、予算額に対して１５８，２８４千円の不用額を生じています

が、これは主に営業費用の減少によるものです。 
 
 
 
 
 
 
 

 



- 72 - 
 

 （２）資本的収入及び支出（消費税を含む） 
    当年度の予算の執行状況は次表のとおりです。 
 
資本的収入                             （単位：円、％） 
    区分 
 
科目 

予 算 額 決 算 額 予 算 額 に 
比べ決算額 
の 増 減 

決算額の

予算額に

対する比 金 額 
構成 
比率 金 額 

構成 
比率 

資本的収入 585,588,000 100.0 295,266,370 100.0 △290,321,630 50.4 
 分 担 金 44,000,000 7.5 25,696,000 8.7 △18,304,000 58.4 
 負 担 金 
 企 業 債 
  寄 附 金 

7,620,000 
500,000,000 

3,000 

1.3 
85.4 
0.0 

35,605,170 
200,000,000 

0 

12.1 
67.7 
－ 

27,985,170 
△300,000,000 

△3,000 

467.3 
40.0 
－ 

他会計貸付償還元金 33,965,000 5.8 33,965,200 11.5 200 100.0 
       

 
資本的支出                                （単位：円、％） 
  区分 
 
科目 

予 算 額 決 算 額 
翌 年 度 
繰 越 額 

不 用 額 

決算額の

予算額に

対する比 
金 額 

構成 
比率 金 額 

構成 
比率 

資本的支出 1,500,255,000 100.0 1,045,379,111 100.0 217,488,000 237,387,889 69.7 
建設改良費 1,407,479,000 93.8 952,785,933 91.1 217,488,000 237,205,067 67.7 
企業債償還金 92,776,000 6.2 92,593,178 8.9 0 182,822 99.8 

 
資本的収入は、予算額に対して２９０，３２２千円の減少となっていますが、これは

主に分担金、企業債の減少によるものです。 
資本的支出は、予算に対して２３７，３８８千円の不用額を生じていますが、これは主

に建設改良費の減少によるものです。 
資本的収入額が資本的支出額に不足する額７５０，１１３千円は、損益勘定留保資金４７

６，２６３千円、建設改良積立金１００，０００千円、減債積立金９２，５９３千円及び消

費税資本的収支調整額等８１，２５７千円で補てんされています。 
たな卸資産購入限度額の執行額は、６４，７６２千円で、これに伴う仮払消費税額５，８

８７千円です。 
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 ３ 経営成績（消費税抜） 

  当年度における総収益は１，２８８，０３５千円で、前年度に比較して３３，４５８

千円（２．７％）の増加となっています。 
  一方、総費用は９８９，４６９千円で、前年度に比較して６，９４５千円（０．７％）

の増加となっています。 
  この結果、当年度末の純利益は２９８，５６６千円となり、前年度に比較して２６，

５１２千円（９．７％）の増加となっています。当年度未処分利益剰余金４９１，１５

９千円は、減債積立金の積立に１６２，１８１千円処分予定であり、３２８，９７８千

円は資本金への組入れの予定となっています。 
  総収益及び総費用の推移は次表のとおりです。 
                                   （単位：円、％） 

区分 
 
年度 

総収益（Ａ） 総費用（Ｂ） 純利益（Ａ）－（Ｂ） 総収 益の

総費 用に

対する比 金 額 
前年度 
対 比 

金 額 
前年度 
対 比 

金 額 
前年度 
対 比 

H29 1,271,285,330 96.9 1,017,036,465 101.9 254,248,865 81.0 125.0 
H30 1,284,222,356 101.0 967,867,336 95.2 316,355,020 124.4 132.7 
R 元 1,276,077,614 99.4 1,019,673,947 105.4 256,403,667 81.0 125.1 
R２ 1,254,577,131 98.3 982,523,980 96.4 272,053,151 106.1 127.7 
R３ 1,288,034,721 102.7 989,469,186 100.7 298,565,535 109.7 130.2 

 
（１）収 益 
  ① 営業収益は１，１３１，２２６千円で、主なものは給水収益１，１１１，６４１

千円です。前年度に比較して、３０，０１１千円（２．８％）の増加となっていま

す。これは主に、有収水量の増加によるものです。給水収益の推移は次表のとおり

です。                            （単位：円、％） 
区分 

年度 
調定額 

前年度 
対 比 

指数 収入済額 収納率 

H27 1,142,558,558 97.1 100.0 1,034,015,495 90.5 
H28 1,115,225,910 97.6 97.6 1,011,509,900 90.7 
H29 1,094,823,838 98.2 95.8 990,815,573 90.5 
H30 1,109,516,824 101.3 97.1 1,008,550,793 90.9 
R 元 1,093,666,897 98.6 95.7 993,049,542 90.8 
R２ 1,081,629,475 98.9 94.7 986,446,081 91.2 
R３ 1,111,640,502 102.8 97.3 1,014,927,778 91.3 

                          指数は２７年度を１００とした 
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  ② 営業外収益は１５６，８０９千円で、主なものは、預金利息７，２２２千円、他

会計補助金８，２９８千円、長期前受金戻入１３６，３８５千円、雑収益４，９０

４千円です。 
    前年度に比較して３，０９５千円（２．０％）の増加となっています。 
 
（２）費 用 
  ① 営業費用は９７６，７６７千円で、主なものは減価償却費４９８，６２３千円、

配水及び給水費２０８，２９９千円、原水及び浄水費１１３，１５２千円等です。

前年度に比較して６，８６０千円（０．７％）の増加となっています。 
  ② 営業外費用は１２，７０３千円で、内容は支払利息６，８９５千円、雑支出５，

８０８千円です。前年度に比較して８５千円（０．７％）の増加となっています。 
  ③ 特別損失はありません。 
  

 費用を性質別に区分すると次表のとおりです。           （単位：円、％） 

項目 
R３年度 R２年度 

比較増減 
前年度

対 比 金 額 
構成 
比率 

金 額 
構成 
比率 

職 員 給 与 費 121,176,402 12.2 129,496,548 13.2 △8,320,146 93.6 
備・消耗品費 1,483,453 0.1 3,360,710 0.3 △1,877,257 44.1 
通 信 運 搬 費 12,535,664 1.3 12,402,333 1.3 133,331 101.1 
委 託 料 95,977,340 9.7 90,690,978 9.2 5,286,362 105.8 
賃 借 料 12,246,063 1.2 11,946,517 1.2 299,546 102.5 
修 繕 費 17,445,368 1.8 25,359,063 2.6 △7,913,695 68.8 
路 面 復 旧 費 1,289,382 0.1 2,254,779 0.2 △965,397 57.2 
工 事 請 負 費 44,939,320 4.5 40,942,101 4.2 3,997,219 109.8 
動 力 費 54,293,173 5.5 47,733,073 4.9 6,560,100 113.7 
薬 品 費 3,194,680 0.3 2,092,200 0.2 1,102,480 152.7 
材 料 費 61,026,397 6.2 60,745,032 6.2 281,365 100.5 
負 担 金 29,135,114 3.0 29,607,177 3.0 △472,063 98.4 
減 価 償 却 費 498,623,133 50.4 493,384,418 50.2 5,238,715 101.1 
固定資産除却費 9,492,339 1.0 5,584,000 0.6 3,908,339 170.0 
企 業 債 利 息 6,894,918 0.7 8,106,824 0.8 △1,211,906 85.1 
その他物件費 13,949,960 1.4 14,526,071 1.5 △576,111 96.0 
特 別 損 失 0 0.0 0 0.0 0 0.0 
貸 倒 引 当 金 5,766,480 0.6 4,292,156 0.4 1,474,324 134.3 
合 計 989,469,186 100.0 982,523,980 100.0 6,945,206 100.7 
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    費用の性質別構成比を見ると、前年度と同じく減価償却費の５０．４％が最も

高く、次いで職員給与費１２．２％、委託料９．７％の順になっています。 
    また、前年度に比較して、主に、委託料、減価償却費、貸倒引当金等が増加し、

職員給与費、修繕費、企業債利息等が減少しています。 
 
    職員の労働生産性の推移は次表のとおりです。 

            年度 
区分 

R３年度 R２年度 R 元年度 
全国平均 

(R２年度) 

職員１人当たりの給水人口 （人） 3,098 2,946 2,804 3,663 
職員１人当たりの給水量  （㎥） 425,577 393,803 375,407 407,075 
職員１人当たりの営業収益（千円） 66,543 61,159 58,649 71,272 
損益勘定職員数      （人） 14 14 14 9 

（注） 全国平均とは、令和２年度地方公営企業年鑑の地方公営企業法適用都市のうち

給水人口５万人以上１０万人未満の都市の全国平均をいいます。（以下同じ） 
    前年度より、職員１人当たりの給水量は増加し、職員１人当たりの営業収益も

増加しています。 
 
 
（３）損益に関する比率 
   損益に関する比率の推移は次表のとおりです。                 （単位：％） 

区  分 算   式 R３年度 R２年度 R 元年度 全国平均 

総資本利益率 
 当 年 度 純 利 益 

×100 1.7 1.6 1.5 1.0 
平 均 総 資 本 

総収 支比 率 
 総 収 益 

×100 130.2 127.7 125.1 111.0 
総 費 用 

営業収支比率 
 営業収益－受託工事収益 

×100 114.3 112.1 110.0 97.4 
営業費用－受託工事費用 

① 総資本利益率は１．７％で、前年度に比較して０．１ポイント増加しています。

この比率は、企業の収益性を示すもので、指数が高いほどよいとされています。 
② 総収支比率は１３０．２％で、前年度に比較し２．５ポイント増加しています。 
③ 営業収支比率は１１４．３％で、前年度に比較し２．２ポイント増加しています。 
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（４）有 収 率 
   有収率の推移は次表のとおりです。 
                                 （単位：％） 

区  分 R３年度 R２年度 R 元年度 H30 年度 H29 年度 
茅 野 市 78.6 78.6 78.6 78.6 78.6 
全国平均 － － － 87.5 87.5 

 
（注）有収率＝ 

年間有収水量 
年間総排水量 

   有収率は７８．６％で、前年と同様となっています。この比率は、料金として徴収

される水量の割合を表すもので、高いほどよいとされています。 
 
 
（５）供給単価と給水原価 
   供給単価と給水原価の推移は次表のとおりです。 

       年度 
区分 

R３年度 R２年度 R 元年度 

 
１㎥当たり供給単価 

円銭 
153.65 

円銭 
152.59 

円銭 
153.33 

１㎥当たり給水原価 116.00 117.67 122.11 
人 件 費 16.75 18.27 17.62 
資 本 費 69.87 70.75 69.04 
そ の 他 の 経 費 29.37 28.65 35.45 
１㎥当たり販売利益 37.65 34.92 31.23 

（注） １ 供給単価＝ 
給水収益  

年間総有収水量 

     
２ 給水原価＝ 

経常費用－（受託工事費＋材料売却原価+ 
附帯事業費）－長期前受金戻入 

 

年間総有収水量 

     
減価償却費等＋企業債利息   

 年間総有収水量 

   有収水量１㎥当たりの供給単価は１５３円６５銭、これに対する給水原価は１１

６円００銭で、３７円６５銭の販売利益となっています。前年度に比較して、供給単

価は１円０６銭の増加、給水原価は１円６７銭の減少、販売利益は２円７３銭の増

加となっています。 
 

３ 資 本 費＝ 
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（６）施設の利用状況 
   施設の利用状況は次表のとおりです。 
 

          年度 
区分 

R３年度 R２年度 R 元年度 
全国平均 
(R２年度) 

１日最大配水量（㎥） Ａ 32,005 31,432 32,928 － 
１日平均配水量（㎥） Ｂ 25,228 24,722 24,780 － 
１日配水能力（㎥）  Ｃ 37,500 37,500 37,500 － 
施設利用率（％） Ｂ／Ｃ 67.3 65.9 66.1 59.9 
負荷率（％）   Ｂ／Ａ 78.8 78.7 75.3 85.7 
最大稼働率（％） Ａ／Ｃ 85.3 83.8 87.8 69.9 

①  施設利用率が６７．３％で、前年度に比較して１．４ポイント上昇しています。

この比率は、配水施設が有効に利用されているかを判断するものです。 
②  最大稼働率は８５．３％で、前年度に比較して１．５ポイント上昇しています。 

 
４ 財政状況 

（１）資 産 
   当年度末における資産の総額は、１７，８０５，２２８千円で、前年度に比較して

４３６，８６３千円の増加となっています。 
① 固定資産は１４，１６５，６２２千円で、有形固定資産１３，９３２，０９２千

円及び無形固定資産１６５，６００千円です。また、長期貸付金である投資が６

７，９３０千円となっています。前年度に比較して３３，９６５千円（３３．３％）

の減少となっています。  
② 流動資産は３，６３９，６０５千円で、現金預金３，４３３，５６０千円、未収

金１９７，９０２千円、貯蔵品１３，９２２千円、前払金８４千円です。前年度

に比較して１１０，５８７千円（３．１％）の増加となっています。これは主に

現金預金の増加です。 
 
 未収金の内訳は次表のとおりです。 

                                 （単位：円）    
区分 

年度 
水道料金 分担金 負担金 その他 計 

当年度分 106,877,699 0 0 17,378,085 124,255,784 
過年度分 73,640,981 0 0 5,232 73,646,213 

計 180,518,680 0 0 17,383,317 197,901,997 
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未収金１９７，９０２千円は、令和４年５月３１日までに１１５，０１６千円が収納さ

れ、残額は８２，８８６千円となっています。このうち水道料金の未収額は８２，８８０

千円で、前年同期８７，６２６千円と比較して４，７４６千円（５．４％）の減となって

います。 
なお、上記未収金に対し８３頁の貸借対照表の未収金の数値については貸倒引当金の

５，８６２千円を控除しています。 
水道料金の当年度不納欠損処分額は４，２３４千円であり、前年度３，０７０千円と比

較して１，１６４千円の増加となっています。 
 
 
 
（２）負債及び資本 
   当年度末における負債及び資本の合計は１７，８０５，２２８千円で、負債が５，

１３０，３２７千円、資本が１２，６７４，９０１千円となっています。 
① 固定負債１，６６３，３１７千円は、引当金２９９，３７３千円、建設改良費等

の財源に充てるための企業債の１，３６３，９４４千円となっています。 
 

② 流動負債は３２７，３０５千円で、建設改良費等の財源に充てるための企業債９

３，８１４千円、未払金１６５，４８６千円、前受金３，７４５千円、引当金５

８，５９８千円、その他流動負債は５，６６２千円となっています。前年度に比

較して１１３，４７２千円（５３．１％）の増加となっています。これは主に、

企業債、未払金の増加によるものです。 
 

③ 繰延収益は、３，１３９，７０５千円です。 
 

④ 資本金は、自己資本金１０，６６８，２０９千円です。前年度に比較して２２２，

５８８千円（１．９％）の増加となっています。 
 

⑤ 剰余金は利益剰余金が、１，９８６，６９１千円で、減債積立金が８３０，７１

１千円、建設改良積立金が６６４，８２１千円、当年度未処分利益剰余金が４９

１，１５９千円です。前年度に比較して７５，９７８千円（４．０％）の増加と

なっていますが、これは、主に当年度未処分利益剰余金の増加によるものです。 
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（３）財務比率 
   財務比率の推移は次表のとおりです。 

（単位：％） 
区 分 算    式 R３年度 R２年度 R 元年度 全国平均 

自 己 資 本 
構 成 比 率 

 自己資本 
×100 71.2 71.3 70.1 71.7 

総 資 本 

固 定 比 率 
 固定資産 

×100 111.8 111.8 113.5 120.8 
自己資本 

固定 資産 対 
長期資本比率 

 固定資産 
×100 98.8 99.3 99.9 90.0 

資本金＋剰余金＋固定負債 

流 動 比 率 
 流動資産 

×100 1,112.0 1,650.4 1,824.3 350.8 
流動負債 

当 座 比 率 
 現金預金＋未収金 

×100 1,109.5 1,645.8 1,763.6 333.4 
流動負債 

 全国平均は、令和２年度給水人口５万人以上１０万人未満都市の全国平均です。 
① 自己資本構成比率は７１．２％で、前年度に比較して０．１ポイント低下してい

ます。この比率は、大きいほど経営の安全性が高いとされています。 
② 固定比率は１１１．８％で前年度と変わりありません。この比率は１００%以下

が望ましいとされているが、公営企業のような膨大な設備の取得を企業債に依存

する企業では必然的にこの比率は大となります。 
③ 固定資産対長期資本比率は９８．８％で、前年度に比較して０．５ポイント低下

しています。この比率は、固定資産の調達が資本金、剰余金及び固定負債の範囲

で行われているかどうかを示すもので、１００％以下であることが理想とされて

います。 
④  流動比率は１，１１２．０％、で、前年度に比較して５３８．４ポイント、当

座比率は、１，１０９．５％で、５３６．３ポイントそれぞれ低下しています。

この比率は、企業の支払能力を示すものであり、流動比率は２００％以上、当座

比率は１００％以上が理想とされています。 
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５ むすび 

  当年度は、有収水量が前年度に比較して２．１％増加しており、これによって給水収

益が２．８％増加しています。当年度の純利益は前年度に比較して２６，５１２千円の

増加となりました。水道事業会計は、健全な経営状況となっていますが、固定負債と流

動負債に企業債として１，４５７，７５８千円の残高があります。 
次に、安定した水道水の供給として、経年劣化した水道施設の更新として、老朽化が

進んでいる配水池の優先度に沿った計画的な更新、 給水管の共用管の廃止及びダクタ

イル鋳鉄管等への更新を掲げています。当年度の有収率は、前年度と同様の７８．６％

となっています。 
  当年度の供給単価は１㎥当たり１５３円６５銭（前年度１５２円５９銭）、給水原価

は１㎥当たり１１６円００銭（前年度１１７円６７銭）となっており、供給単価から給

水原価を差し引いた１㎥当たり販売利益は３７円６５銭（前年度３４円９２銭）とな

っています。 
  水道料金の未収金は１８０，５１９千円で、その中には過年度分７３，６４１千円があ

ります。水道料金の収納率は現年度分が９１．３％、過年度分が５８．４％で、全体とし

ては８７．１％となっています。未収金の不納欠損処分については、債権放棄等による欠

損処分額４，２３４千円でありました。 
なお、不納欠損処分については、適法に処理されているものと認められました。 

 今後とも、効率的な事業運営を進められ、安全でおいしい水の安定供給に努められ、

水道事業の公共的な使命を果たされることを望む中で、次の点についてご留意くださ

い。 
 
 １ 計画的な老朽管の調査と布設替の実施等による配水管の整備を進め、一層の有収

率向上を図られることを望みます。 
２ 災害は突然発生するものですので、施設や配水管の耐震化を図られるとともに、

長期的な視野に立った施設等の整備を積極的に進められるよう要望します。 
 ３ 水は有限の資源であり、将来の水需要への対応として、水資源の確保が必須の課

題となっていますので、水資源が奪われることのないよう情報収集等に努めていた

だくよう望みます。 
４ 未収金の解消については、より一層、滞納整理体制を強化して早期徴収に努力さ

れるよう要望します。 
５ 漏水対策については早期の発見と、漏水による水道料金の減免分の増加に歯止め

をかけることについても配慮いただくよう望みます。 
  
 



　　　水　 道　 事　 業　 会　　計

金　　額
構成
比率

金　　額
構成
比率

円 ％ 円 ％ 円 ％ ％ ％

1,131,226,102 87.8 1,100,863,714 87.7 30,362,388 102.8 101.5 98.8

給 水 収 益 1,111,640,502 86.3 1,081,629,475 86.2 30,011,027 102.8 101.6 98.9

受託工事収益 15,162,510 1.2 14,352,939 1.1 809,571 105.6 93.5 88.5

その他営業収益 4,423,090 0.3 4,881,300 0.4 △ 458,210 90.6 99.7 110.0

156,808,619 12.2 153,713,417 12.3 3,095,202 102.0 96.9 95.0

受 取 利 息 7,221,524 0.6 8,091,135 0.6 △ 869,611 89.3 73.0 81.8

他会計補助金 8,298,000 0.6 8,295,000 0.7 3,000 100.0 100.1 100.1

長期前受金戻入 136,384,982 10.6 134,319,182 10.7 2,065,800 101.5 102.4 100.8

雑 収 益 4,904,113 0.4 1,008,100 0.1 3,896,013 486.5 295.7 60.8

補 助 金 0 0.0 2,000,000 0.2 △ 2,000,000 0.0 0.0 0.0

0 0.0 0 0.0 0 0.0 0.0 0.0

1,288,034,721 100.0 1,254,577,131 100.0 33,457,590 102.7 100.9 98.3

すう勢比率

３年度 ２年度

合 計

令和３年度 令和２年度
比較増減

前年度
対　 比

　　　　　　　　区　分

　科　目

収　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　益

営 業 収 益

営 業 外 収 益

特 別 利 益
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比　　較　　損　　益　　計　　算　　書

金　　額
構成
比率

金　　額
構成
比率

円 ％ 円 ％ 円 ％ ％ ％

976,766,536 98.7 969,906,162 98.7 6,860,374 100.7 97.7 97.0

原水及び浄水費 113,151,756 11.4 92,463,960 9.4 20,687,796 122.4 101.5 83.0

配水及び給水費 208,299,124 21.1 221,794,542 22.6 △ 13,495,418 93.9 89.2 95.0

受 託 工 事 費 629,300 0.1 886,830 0.1 △ 257,530 71.0 36.8 51.9

業 務 費 76,083,087 7.6 76,915,188 7.8 △ 832,101 98.9 97.1 98.2

総 係 費 70,487,797 7.1 78,877,224 8.0 △ 8,389,427 89.4 97.0 108.6

減 価 償 却 費 498,623,133 50.4 493,384,418 50.2 5,238,715 101.1 103.2 102.1

資 産 減 耗 費 9,492,339 1.0 5,584,000 0.6 3,908,339 170.0 49.8 29.3

その他営業費用 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0.0 0.0

12,702,650 1.3 12,617,818 1.3 84,832 100.7 64.1 63.6

支 払 利 息 6,894,918 0.7 8,106,824 0.8 △ 1,211,906 85.1 75.0 88.2

雑 支 出 5,807,732 0.6 4,510,994 0.5 1,296,738 128.7 54.6 42.4

0 0.0 0 0.0 0 0.0 0.0 0.0

小 計 989,469,186 100.0 982,523,980 100.0 6,945,206 100.7 97.0 96.4

298,565,535 － 272,053,151 － 26,512,384 109.7 116.4 106.1

1,288,034,721 － 1,254,577,131 － 33,457,590 102.7 100.9 98.3

（注）すう勢比率は、令和元年度を１００とした。

　　　　　　　　区　分

　科　目

費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　用

令和３年度 令和２年度
比較増減

前年度
対　 比

すう勢比率

３年度 ２年度

営 業 費 用

営 業 外 費 用

合 計

特 別 損 失

当 年 度 純 利 益
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　　　水　 道　 事　 業　 会　　計

金　　額
構成
比率

金　　額
構成
比率

円 ％ 円 ％ 円 ％ ％ ％

14,165,622,354 79.6 13,839,345,765 79.7 326,276,589 102.4 103.1 100.7

有形固定資産 13,932,091,954 78.2 13,566,849,614 78.1 365,242,340 102.7 103.8 101.0

土 地 427,453,136 2.4 429,663,897 2.5 △ 2,210,761 99.5 99.5 100.0

建 物 86,185,530 0.5 88,899,420 0.5 △ 2,713,890 96.9 94.4 97.3

構 築 物 12,990,336,421 72.9 12,352,467,259 71.1 637,869,162 105.2 104.5 99.4

機械及び装置 398,130,512 2.2 408,851,932 2.3 △ 10,721,420 97.4 96.9 99.5

車輛及び運搬具 2,086,290 0.0 2,443,049 0.0 △ 356,759 85.4 65.2 76.3

工具器具及び備品 10,463,065 0.1 11,823,783 0.1 △ 1,360,718 88.5 82.8 93.5

建 設 仮 勘 定 17,437,000 0.1 272,700,274 1.6 △ 255,263,274 6.4 36.1 563.8

無形固定資産 165,600,000 1.0 170,600,551 1.0 △ 5,000,551 97.1 94.4 97.3

施 設 利 用 権 165,600,000 1.0 170,600,551 1.0 △ 5,000,551 97.1 94.4 97.3

投 資 67,930,400 0.4 101,895,600 0.6 △ 33,965,200 66.7 50.0 75.0

長 期 貸 付 金 67,930,400 0.4 101,895,600 0.6 △ 33,965,200 66.7 50.0 75.0

3,639,605,214 20.4 3,529,018,602 20.3 110,586,612 103.1 103.4 100.3

現 金 預 金 3,433,560,227 19.3 3,332,922,327 19.2 100,637,900 103.0 103.7 100.7

未 収 金 192,039,555 1.0 181,986,183 1.0 10,053,372 105.5 99.0 93.8

貯 蔵 品 13,921,842 0.1 14,026,502 0.1 △ 104,660 99.3 97.5 98.2

前 払 金 83,590 0.0 83,590 0.0 0 100.0 100.0 100.0

17,805,227,568 100.0 17,368,364,367 100.0 436,863,201 102.5 103.2 100.6

すう勢比率

３年度 ２年度

合 計

令和３年度 令和２年度
比較増減

前年度
対　 比

　　　　　　　　区　分

　科　目

借　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　方

固 定 資 産

流 動 資 産
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比　　較　　貸　　借　　対　　照　　表

金　　額
構成
比率

金　　額
構成
比率

円 ％ 円 ％ 円 ％ ％ ％

1,663,317,372 9.3 1,561,999,108 9.0 101,318,264 106.5 100.6 94.5

企 業 債 1,363,944,032 7.6 1,257,757,814 7.2 106,186,218 108.4 101.0 93.1

引 当 金 299,373,340 1.7 304,241,294 1.8 △ 4,867,954 98.4 98.8 100.4

327,304,839 1.8 213,832,667 1.2 113,472,172 153.1 169.7 110.9

企 業 債 93,813,782 0.5 92,593,178 0.5 1,220,604 101.3 106.3 104.9

未 払 金 165,485,854 0.9 52,807,385 0.3 112,678,469 313.4 435.3 138.9

前 受 金 3,745,000 0.0 3,787,920 0.0 △ 42,920 98.9 96.4 97.5

引 当 金 58,598,175 0.4 58,717,175 0.4 △ 119,000 99.8 105.5 105.7

その他流動負債 5,662,028 0.0 5,927,009 0.0 △ 264,981 95.5 79.0 82.7

繰 延 収 益 3,139,704,757 17.6 3,216,197,527 18.5 △ 76,492,770 97.6 94.9 97.2

長 期 前 受 金 6,749,101,192 6,699,752,491 49,348,701 100.7 101.3 100.5
収 益 化 累 計 額 △ 3,609,396,435 △ 3,483,554,964 △ 122,533,842 103.6 107.5 103.8

（ 負 債 合 計 ） 5,130,326,968 28.8 4,992,029,302 28.7 138,297,666 102.8 99.5 96.9

10,688,209,283 60.0 10,465,621,377 60.3 222,587,906 102.1 105.2 103.0

1,986,691,317 11.2 1,910,713,688 11.0 75,977,629 104.0 102.2 98.3

減 債 積 立 金 830,711,564 4.7 785,570,773 4.5 45,140,791 105.7 110.7 104.7

建設改良積立金 664,821,040 3.7 764,821,040 4.4 △ 100,000,000 86.9 86.9 100.0

当年度未処分
利益剰余金

（ 資 本 合 計 ） 12,674,900,600 71.2 12,376,335,065 71.3 298,565,535 102.4 104.7 102.2

17,805,227,568 100.0 17,368,364,367 100.0 436,863,201 102.5 103.2 100.6

（注）すう勢比率は、令和元年度を１００とした。

固 定 負 債

合 計

流 動 負 債

資 本 金

剰 余 金

　　　　　　　　区　分

　科　目

貸　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　方

令和３年度 令和２年度
比較増減

前年度
対　 比

すう勢比率

３年度 ２年度

84.22.8491,158,713 360,321,875 2.1 △ 14,516,882 136.3 114.8
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　水　　道　　事　　業

令和３年度 令和２年度

人 52,667 53,036

戸 23,398 23,312

１３ｍｍ 個 27,791 27,610

２０ｍｍ 個 715 710

２５ｍｍ 個 351 350

３０～４０ｍｍ 個 201 200

５０～７５ｍｍ 個 129 129

計 個 29,187 28,999

㎥ 9,208,219 9,023,491

㎥ 7,234,804 7,088,462

％ 78.6 78.6

㎥ 25,228 24,722

㎥ 32,005 31,432

㎥ 19,821 19,420

円／㎥ 153.65 152.59

円／㎥ 116.00 117.67

円 1,320 1,320

一 般 家 庭 用 ㎥／日 12,710 12,881

工 場 用 ㎥／日 3,600 3,338

そ の 他 ㎥／日 3,511 3,201

計 ㎥／日 19,821 19,420

ｋｍ 712.64 712.06

　　　　　　　　　　　　　　 １4
　　　　　　　　　18
　　　　　　　　　　　　　　　4

人
　　　　　　　　　　　　　　 21
　　　　　　　　　25
　　　　　　　　　　　　　　　4

有　　収　　率　　（Ｂ）／（Ａ）

給 水 原 価

家 庭 用 １ ０ ㎥ 当 た り 料 金

用
途
別
有
収
水
量

導 送 配 水 管 延 長

　　　　　　　　　　　　損益勘定
職　　員　　数
　　　　　　　　　　　　資本勘定

年　　度　　比　　率　

年 間 １ 日 平 均 配 水 量

年 間 １ 日 最 大 配 水 量

年 間 １ 日 平 均 有 収 水 量

供 給 単 価

現 在 給 水 人 口

給 水 戸 数

口
径
別
メ
ー
タ
ー
設
置
数

年間総配水量　　（Ａ）

年間総有収水量　　（Ｂ）

項　　　　目 単位
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業　務　実　績　表

％ ％ ％

53,267 99.3 98.9 99.6 年度末現在

23,124 100.4 101.2 100.8 　　　〃

27,323 100.7 101.7 101.1 年度末現在

709 100.7 100.8 100.1 　　　〃

347 100.3 101.2 100.9 　　　〃

199 100.5 101.0 100.5 　　　〃

130 100.0 99.2 99.2 　　　〃

28,708 100.6 101.7 101.0 　　　〃

9,069,638 102.0 101.5 99.5 年　度　額

7,132,730 102.1 101.4 99.4 　　　〃

78.6 100.0 99.9 99.9 　　　〃

24,780 102.0 101.8 99.8

32,928 101.8 97.2 95.5

19,542 102.1 101.4 99.4

153.33 100.7 100.2 99.5

122.11 98.6 95.0 96.4

1,320 100.0 100.0 100.0

12,252 98.7 103.7 105.1

3,565 107.8 101.0 93.6

3,671 109.7 95.6 87.2

19,488 102.1 101.7 99.7

703.69 100.1 101.3 101.2

　　　　（注）　すう勢比率は、令和元年度を１００とした。

令和元年度
前年度対比 備　　　考

すう勢比率

３年度 ２年度

　　　　　　　　　　　　　　 14
　　　　　　　　　19
　　　　　　　　　　　　　　　5

100.0 年度末現在131.6131.6
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　　　水　道　事　業　会　計　財　務

令和３年度 令和２年度 令和元年度

0.08

0.12

15.5

120.8

90.0

350.8

333.4

13.4

24.5

3.8

71.7

302.11,558.7

0.06

0.10

79.6

20.4

17.9

1.1

70.1

25.6

113.5

99.9

1,824.3

1,763.6

1,661.5

0.06

0.10

25.5

111.8

99.3

1,650.4

1,645.8

％

％

％

％

％

回

回

79.6

20.4

17.5

1.8

71.2

25.7

111.8

98.8

1,112.0

1,109.5

1,049.0

0.06

0.10

％

当 座 比 率

現 金 比 率

総 資 本 回 転 比 率

自 己 資 本 回 転 比 率

財
　
務
　
比
　
率

回
　
転
　
率

流動資産対固定資産比率

固 定 比 率

固定資産対長期資本比率

流 動 比 率

固 定 資 産 構 成 比 率

流 動 資 産 構 成 比 率

固 定 負 債 構 成 比 率

流 動 負 債 構 成 比 率

自 己 資 本 構 成 比 率

項　　　　目 単位
年度比較 令和２年度給水人口

５万人以上10万人未
満都市の全国平均

構
　
成
　
比
　
率

％

％

％

％

％

79.7

20.3

16.8

1.2

71.3

86.6
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　　分　析　比　率　表　　（　１　）

固定資産

総 資 産

流動資産

総 資 産

流動負債

総 資 産

自己資本

総 資 本

流動資産

固定資産

固定資産

自己資本

流動資産

流動負債

現金預金

流動負債

説　　　　　明

固定負債＋借入資本

総　資　本

資本金＋剰余金＋固定負債

固　定　資　産

×100

総資本の中に占める固定負債の百分率であるが、公営企業の場
合は、設備拡張を全面的に企業債に依存しているので、この率が
大となる。

総資本の中に占める流動負債の百分率であるが、小さいほど健全
である。

総資本の中に占める自己資本の百分率であるが、この比率は大き
いほど健全である。

流動資産対固定資産の百分率で、公営企業においては、固定資
産の額が大であるため、この比率は小となる。

自己資本に対する固定資産の百分率で、一般に100％以下が望
ましいとされているが、公営企業のように膨大な設備の取得を企業
債に依存する企業では必然的にこの比率は大となる。

固定資産の調達が資本と固定負債の範囲内で行われているかど
うかを示すもので、100％以下であることを要する。

×100

×100

×100

資産額に対する固定資産の百分率で、公営企業においては、流
動資産の額が小であるため、この率は必然的に大となる。

算　　　　　式

現金預金＋未 収 金

流　動　負　債

営業収益－受託工事収益

×100

×100

×100

×100

×100

×100

資産額に対する流動資産の百分率で、公営企業においては、固
定資産の額が大であるため、この率は必然的に小となる。

流動比率は、１年以内に現金化できる資産と１年以内に返済すべ
き負債とを比較するもので、短期支払い能力を判定するために利
用される。

流動資産のうち現金預金及び容易に現金化しうる未収金などの当
座資産と流動負債とを対比させたもので、短期債務に対する支払
い能力を表している。

平均自己資本

流動負債に対する現金預金の百分率で、当座の支払い能力をみ
るために流動比率や当座比率とともに計算されるのが通例である。

総資本が１年間に何回転したかを表すもので、資本の利用度を表
すものである。したがってこの率は高い方が良い。

×100

自己資本が１年間に何回転したかを表すもので、自己資本の利用
度を表すものである。

平均総資本

営業収益－受託工事収益

-88-



　　　水　道　事　業　会　計　財　務

（注）上記の算式において用いた用語は次のとおりである。

　　１　総資産＝固定資産＋流動資産＋繰延資産

　　２　自己資本＝自己資本金＋資本剰余金＋利益剰余金

　　３　総資本＝資本＋負債

　　４　総収益＝営業収益＋営業外収益＋特別利益

　　５　総費用＝営業費用＋営業外費用＋特別損失

　　６　平均＝１／２　（期首＋期末）

令和３年度 令和２年度 令和元年度

1.6

1.0

110.7

0.61

6.6

4.2

97.4112.1

0.6

0.08

0.31

4.7

3.5

1.5

125.1

110.0

0.6

1.6

127.7

％

％

0.08

0.31

5.8

3.5

1.7

130.2

114.3

0.5

％

％

減 価 償 却 率

項　　　　目

営 業 収 支 比 率

利 子 負 担 率

収
　
益
　
率

そ
の
他

総 資 本 利 益 率

総 収 支 比 率

単位
年度比較 令和２年度給水人口

５万人以上10万人未
満都市の全国平均

回
　
転
　
率

回

回

回

％

0.08

0.31

5.7

3.6

0.10固 定 資 産 回 転 率

流 動 資 産 回 転 率

未 収 金 回 転 率
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　　分　析　比　率　表　　（　２　）

当年度純利益

平均総資本

総 収 益

総 費 用

損益計算書が示す借入資本利子と貸借対照表に示された企業債
とを比較することにより利子率を計算したものである。

説　　　　　明

営業費用－受託工事費用

営業収益－受託工事収益

×100

×100

固定資産が１年間に何回転したかを表すもので、固定資産の利用
度を表すものである。固定資産投資が過剰かどうかを見るのに重
んじられる。

流動資産が１年間で何回転したがを表すものである。
営業収益－受託工事収益

平均流動資産

×100

未収金が１年間で何回転したがを表すものである。

償却資産が１年間にどれだけ償却されているかを表すものである。

企業の投下された資本の総額とそれによってもたらされた利益とを
比較したものである。

総収益が総費用の何％に当たるかを表すものである。

営業収益が営業費用の何％に当たるかを表すものである。

算　　　　　式

支払利息及び企業債取扱諸費

企業債

営業収益－受託工事収益

平均固定資産

×100

期末償却資産＋当年度減価償却額
×100

営業収益－受託工事収益

平均未収金

当年度減価償却額
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下 水 道 事 業 会 計 
１ 事業の概要 

（１）建設改良事業の状況 
    当年度実施した主な下水道管路施設関連工事は次のとおりです。 
    

・管渠布設４５３．１ｍ ・管渠改築１０６３．３ｍ ・横軸水中ポンプ２台  
・自家用発電機１基 ・舗装復旧８９６．６ｍ ・汚水桝設置２２箇所  
・布設替１２２．８ｍ ・マンホールポンプ２台 ・マンホールポンプ更新１台  

    
（２）業務状況 

    当年度の業務状況は次表のとおりです。 
  

区  分 Ｒ３年度 Ｒ２年度 比較増減 対前年度比 
供 用 開 始 公 示 
区 域 内 人 口 

(人) 53,278 53,491 △213 99.6 

普  及  率 (％) 97.2 97.2 0.0 100.0 

下水道接続人口 (人) 52,775 52,989 △214 99.6 

水 洗 化 率 （％） 96.3 96.2 0.1 100.1 

年 間 処 理 水 量 (㎥) 10,224,280 10,134,792 89,488 100.9 

年 間 有 収 水 量 (㎥) 7,176,850 6,979,703 197,147 102.8 

有  収  率 (％) 70.2 68.9 1.3 101.9 

職  員  数 (人) 8 8 0 100.0 

① 当年度の供用開始区域内人口は５３，２７８人、普及率９７．２％で、前年度と

比較して２１３人の減少、普及率については、増減はありませんでした。 
② 当年度の下水道接続人口は５２，７７５人で、前年度に比較して２１４人減少（０．

４％の減少）となっています。 
③ 当年度の年間処理水量は１０，２２４，２８０㎥で、前年度に比較して、８９，

４８８㎥（０．９％）増加しています。 
④ 当年度の年間有収水量は７，１７６，８５０㎥で、前年度に比較して１９７，１

４７㎥（２．８％）増加となっています。 
⑤ 当年度の有収率は７０．２％で、前年度に比較して１．３ポイント増加していま

す。 
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２ 予算の執行状況 

 （１）収益的収入及び支出（消費税含む） 
    当年度の予算の執行状況は次表のとおりです。 
 
 収益的収入                              （単位：円、％） 

    区分 
 
科目 

予 算 額 決 算 額 予 算 額 に 
比べ決算額 
の 増 減  

決算額

の予算

額に対

する比 
金 額 

構成 
比率 金 額 

構成 
比率 

下水道事業収益 2,287,335,000 100.0 2,414,192,736 100.0 126,857,736 105.5 

 営 業 収 益  1,419,864,000 62.1 1,480,448,966 61.3 60,584,966 104.3 

 営 業 外 収 益  867,471,000 37.9 933,743,770 38.7 66,272,770 107.6 

 特 別 収 益  0 － 0 － 0 － 

 
 収益的支出                               （単位：円、％） 

    区分 
 
科目 

予 算 額 決 算 額 

不 用 額 

決算額

の予算

額に対

する比 
金 額 

構成 
比率 金 額 

構成 
比率 

下水道事業費用 2,007,969,000 100.0 1,956,798,769 100.0 51,170,231 97.5 

 営 業 費 用 1,806,880,000 90.0 1,767,132,786 90.3 39,747,214 97.8 

 営業外費用 201,089,000 10.0 189,665,983 9.7 11,423,017 94.3 

 特 別 損 失 0 － 0  － 0 － 

      
下水道事業収益は、予算額に対して１２６，８５８千円の増加となっていますが、

これは主に下水道使用料と雑収益の増加によるものです。 
   下水道事業費用は、予算額に対して５１，１７０千円の不用額を生じていますが、

これは主に営業費用の減少によるものです。 
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 （２）資本的収入及び支出（消費税を含む） 
    当年度の予算の執行状況は次表のとおりです。 
資本的収入                             （単位：円、％） 

    区分 
 
科目 

予 算 額 決 算 額 予 算 額 に 
比べ決算額 
の 増 減 

決算額の

予算額に

対する比 
金 額 

構成 
比率 

金 額 
構成 
比率 

資本的収入 1,041,126,000 100.0 875,857,534 100.0 △165,268,466 84.1 

 企 業 債 635,400,000 61.0 508,500,000 58.1 △126,900,000 80.0 

 補 助 金 389,370,000 37.4 346,325,000 39.5 △43,045,000 88.9 

 負 担 金 16,356,000 1.6 21,032,534 2.4 4,676,534 128.6 

 
資本的支出                              （単位：円、％） 

    区分 
 
科目 

予 算 額 決 算 額 
翌 年 度 
繰 越 額 

不 用 額 

決算額

の予算

額に対

する比 

金 額 
構成 
比率 金 額 

構成 
比率 

資本的支出 2,385,712,000 100.0 2,174,856,971 100.0 102,000,000 108,855,029 91.2 

 建設改良費 1,217,932,000 51.1 1,010,186,929 46.4 102,000,000 105,745,071 82.9 

 企業債償還金 1,167,780,000 48.9 1,164,670,042 53.6 0 3,109,958 99.7 

 
資本的収入は、予算額に対して１６５，２６８千円の減少となっていますが、これは

主に企業債の減少によるものです。 
資本的支出は、予算に対して１０８，８５５千円の不用額を生じていますが、これは

主に建設改良費の減少によるものです。 
資本的収入額が資本的支出額に不足する額１，２９８，９９９千円は、損益勘定留保

資金１，１５２，６３３千円、減債積立金９０，３５７千円及び消費税資本的収支調整

額５６，００９千円で補填されています。 
 
３ 経営成績（消費税抜） 

  当年度における総収益は２，２８８，４５８千円となっており、総費用の１，８８

７，０７３千円を差引いた純利益は、４０１，３８５千円で、前年度と比較すると６

７，１７９千円増加しています。 
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（１）収 益 
  ① 営業収益は１，３５３，４５４千円で、主なものは下水道使用料１，２７０，

４８２千円となっています。 
    なお、令和４年５月３１日における令和３年度分の収納率は９９．２％となっ

ています。 
  ② 営業外収益は９３５，００４千円で、主なものは他会計補助金５６０，４５０

千円となっています。 
 
（２）費 用 
  ① 営業費用は１，７１４，１８９千円で、主なものは減価償却費１，１０６，９

２４千円、流域下水道維持管理費負担金４３７，４５３千円、管渠費１０３，０

０９千円となっています。 
  ② 営業外費用は１７２，８８５千円で、主なものは支払利息１０９，３６４千円

となっています。 
   
   費用を性質別に区分すると次表のとおりです。 
                                    （単位：円、％） 

項 目 

Ｒ３年度 Ｒ２年度 

比較増減 
前年度

対 比 金 額 
構成 

比率 
金 額 

構成 

比率 

職 員 給 与 費 40,048,813 2.1 36,415,056 1.9 3,633,757 110.0 

光 熱 水 費 6,073,586 0.3 5,571,040 0.3 502,546 109.0 

通 信 運 搬 費 2,497,487 0.1 2,258,890 0.1 238,597 110.6 

委 託 料 27,247,142 1.4 31,243,759 1.6 △3,996,617 87.2 

賃 借 料 2,928,930 0.2 49,237,082 2.6 △46,308,152 5.9 

修 繕 費 24,397,917 1.3 19,486,672 1.0 4,911,245 125.2 

路 面 復 旧 費 5,008,181 0.3 3,261,200 0.2 1,746,981 153.6 

材 料 費 7,800,000 0.4 7,933,500 0.4 △133,500 98.3 

報 償 費 3,339,570 0.2 5,389,970 0.3 △2,050,400 62.0 

負 担 金 26,547,953 1.4 25,874,013 1.3 673,940 102.6 

流域下水道維持 
管 理 費 負 担 金 

437,452,645 23.2 426,740,631 22.2 10,712,014 102.5 

補 助 金 
及 び 交 付 金 2,090,846 0.1 2,596,537 0.1 △505,691 80.5 

減 価 償 却 費 1,106,924,424 58.7 1,105,188,194 57.4 1,736,230 100.2 

固定資産除却費 7,059,135 0.4 0 0 7,059,135 皆増 

企 業 債 利 息 109,364,143 5.8 135,254,474 7.0 △25,890,331 80.9 
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その他物件費 78,292,605 4.1 67,941,122 3.6 10,351,483 115.2 

特 別 損 失 0 0 0 0 0 0.0 

合 計 1,887,073,377 100.0 1,924,392,140 100.0 △37,318,763 98.1  

 
    費用の性質別構成比を見ると、前年度と同じく減価償却費の５８．７％が最も

高く、次いで流域下水道維持管理費負担金２３．２％、企業債利息５．８％の順

になっています。 
 
    経営の効率性の推移は次のとおりです。 
 

            年度 

区分 
R３年度 R２年度 R 元年度 

全国 

平均 

処理人口１人当たりの維持管理（円／人） 12,589 12,907 12,010 10,462 

処理人口１人当たりの資本費 （円／人） 23,168 23,409 23,923 6,931 

処理人口１人当たりの管理運営（円／人） 35,757 36,317 35,933 17,392 

汚 水 処 理 人 口     （人） 52,775 52,989 53,184 － 

（注） 全国平均とは、令和２年度下水道事業経営指標から茅野市と同じ規模の下水道

事業の全国平均をいいます。（以下同じ） 
 
（３）損益に関する比率 
   損益に関する比率の推移は次表のとおりです。 

   （単位：％） 
区  分 算   式 R３年度 R２年度 R 元年度 

総資本利益率 
 当 年 度 純 利 益 

×100 1.3 1.1 1.2 
平 均 総 資 本 

総収支比率  
 総 収 益 

×100 121.3 117.4 119.8 
総 費 用 

営業収支比率 
 営業収益－受託工事収益 

×100 79.0 77.8 78.7 
営業費用－受託工事費用 

 

① 総資本利益率は１．３％です。この比率は、企業の収益性を示すもので、指数

が高いほどよいとされています。 
② 総収支比率は１２１．３％となっています。 
③ 営業収支比率は７９．０％となっています。 
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（４）有 収 率 
   有収率の推移は次表のとおりです。 

（単位：％） 
区  分 R３年度 R２年度 R 元年度 H30 年度 H29 年度 

茅 野 市 70.2 68.9 73.2 72.7 75.6 

全国平均 － 80.7 81.7 81.5 80.6 

 
有収率は７０．２％で、前年より１．３ポイント増加しました。この比率は、下

水道使用料として徴収される水量の割合を表すもので、高いほどよいとされていま

す。 
 

（５）使用料単価と汚水処理原価 
   使用料単価と汚水処理原価の推移は次表のとおりです。 
 

       年度 

区分 
R３年度 R２年度 R 元年度 

 

１ ㎥ 当 た り 使 用 料 単 価 

 円 銭 

177.03 

 円 銭 

175.90 

 円 銭 

175.01 

１㎥当たり汚水処理原価 132.08 134.18 127.74 

１ ㎥ 当 た り 人 件 費 5.58 5.22 5.01 

１ ㎥ 当 た り 資 本 費 169.47 177.72 176.58 

１㎥当たりその他の経費 87.88 92.77 87.48 

１ ㎥ 当 た り 赤 字 額 △44.95 △41.72 △47.27 

 
（注） １ 使 用 料 単 価＝ 

 
下水道使用料 

 

年間総有収水量  

     ２ 汚水処理原価＝ 
汚水処理費  

年間有収水量  

     ３ 資 本 費＝ 
減価償却費等＋企業債利息  

年間有収水量  
 
 
   有収水量１㎥当たりの使用料単価は１７７円０３銭、これに対する汚水処理原価

は１３２円０８銭で、４４円９５銭の黒字となっています。 
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４ 財政状況 

（１）資 産 
   当年度末における資産の総額は、２９，６６８，０１０千円です。 

① 固定資産は２８，５８８，８６６千円で、有形固定資産２６，４７８，１６６

千円及び無形固定資産２，１１０，７００千円です。 
② 流動資産合計は１，０７９，１４４千円で、内訳は現金預金８１６，４９０千

円、未収金２５７，６３６千円、前払金が６，５１８千円となっています。 
   
    未収金の内訳は次表のとおりです。 
                                 （単位：円） 

区分 

年度 
下水道料金 受益者負担金 その他 計 

過年度分 43,390,344 506,880 0 43,897,224 

当年度分 169,801,149 148,530 43,789,300 213,738,979 

計 213,191,493 655,410 43,789,300 257,636,203 

 
   未収金は２５７，６３６千円で、このうち下水道料金の未収額は２１３，１９１

千円となっています。 
   なお、上記未収金に対し１０６頁の貸借対照表の未収金の数値については貸倒引

当金の１，５００千円を控除しています。 
   下水道料金の当年度の消滅時効等による不納欠損処分額は下水道使用料が、１，

１６０千円で２１０件と受益者負担金３３６千円で６３件となっています。 
 
（２）負債及び資本 
   当年度末における負債及び資本の合計は２９，６６８，０１０千円で、負債１９，

０６０，４７４千円、資本１０，６０７，５３６千円となっています。 
① 固定負債１０，０９９，８８１千円で、企業債は９，９９２，２３７千円、退

職給与引当金は１０７，６４４千円です。 
② 流動負債は１，２４２，２１１千円で、企業債は１，１２６，８６４千円、未

払金は１０７，１２７千円、引当金合計は８，２１９千円です。 
③ 繰延収益は７，７１８，３８２千円です。 
④ 資本金は１０，００３，０８７千円で、全額自己資本金です。 
⑤ 剰余金は６０４，４４９千円で、資本剰余金は６８，９１１千円、利益剰余金

は５３５，５３８千円です。 
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 （３）財務比率 
   財務比率の推移は次表のとおりです。 

（単位：％） 
区 分 算    式 R３年度 R２年度 R元年度 全国平均 

自 己 資 本  

構 成 比 率  

 自己資本 
×100 35.8 34.2 32.5 59.6 

総 資 本 

固 定 比 率  
 固定資産 

×100 269.5 281.6 296.2 － 
自己資本 

固定資産対  

長期資本比率 

 固定資産 
×100 96.7 96.7 96.3 102 

資本金＋剰余金＋負債 

流 動 比 率  
 流動資産 

×100 86.9 86.5 93.8 － 
流動負債 

当 座 比 率  
 現金預金＋未収金 

×100 86.5 72.5 91.9 － 
流動負債 

 

 

① 自己資本構成比率は３５．８％です。この比率は、大きいほど経営の安全性が

高いとされています。 
② 固定比率は２６９．５％です。この比率は一般に１００%以下が望ましいとさ

れていますが、公営企業のような膨大な設備の取得を企業債に依存する企業で

は必然的にこの比率は大となります。 
③ 固定資産対長期資本比率は９６．７％です。この比率は、固定資産の調達が資

本金、剰余金及び固定負債の範囲で行われているかどうかを示すもので、１０

０％以下であることが理想とされています。 
④ 流動比率は８６．９％、当座比率は８６．５％です。この比率は、企業の支払

い能力を示すものであり、流動比率は２００％以上、当座比率は１００％以上

が理想とされています。 
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５ むすび 

当年度の有収水量は前年度に比較して２．８％増加し、当年度の純利益は４０１，

３８５千円（前年度比２０．１％増）となり、当年度の有収率は前年に比較して１．

３ポイント増加しています。 
下水道使用料、受益者負担金等の未収金は、下水道使用料が２１３，１９１千円、

受益者負担金が６５５千円、その他として４３，７８９千円があり、これは令和３年

還付消費税と防災・安全社会資本整備交付金、社会資本整備総合交付金の未収分であ

ります。合わせて２５７，６３６千円となり、前年度に対し３２，５２４千円の増加

となっています。 
下水道料金の不納欠損処分額は下水道使用料が、１，１６０千円、受益者負担金３

３６千円となっています。 
なお、不納欠損処分については、適法に処理されているものと認められました。 
今後も良好な生活環境と水質保全を支えるため下水道事業を進めていただく中で、

次の点についてご留意ください。 
 

１ 下水道施設は良好な生活環境を支える重要な都市基盤でありますので、今後も老

朽管の調査及び布設替等の整備を計画的に進め、一層の有収率の向上を図るよう望

みます。 
２ 近年の災害を教訓として、下水道管渠施設の耐震化や雨水浸水対策を図られるこ

とを望みます。 
３ 未収金の解消については、滞納整理体制を強化し、早期徴収に努力され、不能欠

損を生じさせないことにより経営の健全化を図られることを要望します。 
 



令和３年度 令和２年度 令和元年度

　下　水　道　事　業　会　計　財　務

55.4

0.05

0.14

96.1

3.9

38.3

4.1

32.5

4.0

296.2

96.3

93.8

91.9

73.7

0.04

0.14

4.0

281.6

96.7

86.5

72.5

％

回

回

96.4

3.6

34.0

4.2

35.8

3.8

269.5

96.7

86.9

86.5

65.7

0.05

0.13

％

％

％

％

％

総 資 本 回 転 率

自 己 資 本 回 転 率

財
　
務
　
比
　
率

回
　
転
　
率

流動資産対固定資産比率

固 定 比 率

固定資産対長期資本比率

流 動 比 率

固 定 負 債 構 成 比 率

流 動 負 債 構 成 比 率

自 己 資 本 構 成 比 率

当 座 比 率

現 金 比 率

項　　　　目 単位
年度比較

構
　
成
　
比
　
率

％

％

％

％

％

96.2

3.8

35.9

4.4

34.2

固 定 資 産 構 成 比 率

流 動 資 産 構 成 比 率

-100-



　　分　析　比　率　表　　（　１　）

固定資産

総 資 産

流動資産

総 資 産

流動負債

総 資 産

自己資本

総 資 本

流動資産

固定資産

固定資産

自己資産

×100

資本金＋剰余金＋負債（企業債）＋繰延収益

流動資産

流動負債

現金預金

流動負債

説　　　　　明

固定負債＋借入資本

総　資　本

×100

総資本の中に占める固定負債の百分率であるが、公営企業の場
合は、設備拡張を全面的に企業債に依存しているので、この比率
が大となる。

総資本の中に占める流動負債の百分率であるが、小さいほど健全
である。

総資本の中に占める自己資本の百分率であるが、この比率は大き
いほど健全である。

流動資産対固定資産の百分率で、公営企業においては、固定資
産の額が大であるため、この比率は小となる。

自己資本に対する固定資産の百分率で、一般に100％以下が望
ましいとされているが、公営企業のように膨大な設備の取得を企業
債に依存する企業では必然的にこの比率は大となる。

固定資産の調達が資本と固定負債の範囲内で行われているかど
うかを示すもので、100％以下であることを要する。

×100

×100

×100

資産額に対する固定資産の百分率で、公営企業においては、流
動資産の額が小であるため、この比率は必然的に大となる。

資産額に対する流動資産の百分率で、公営企業においては、固
定資産の額が大であるため、この比率は必然的に小となる。

算　　　　　式

現金預金＋未 収 金

流　動　負　債

営業収益－受託工事収益

×100

×100

×100

×100

×100

固　定　資　産

×100

流動比率は、１年以内に現金化できる資産と１年以内に返済すべ
き負債とを比較するもので、短期支払い能力を判定するために利
用される。

流動資産のうち現金預金及び容易に現金化しうる未収金などの当
座資産と流動負債とを対比させたもので、短期債務に対する支払
い能力を表している。

平均自己資本

流動負債に対する現金預金の百分率で、当座の支払い能力をみ
るために流動比率や当座比率とともに計算されるのが通例である。

総資本が１年間に何回転したかを表すもので、資本の利用度を表
すものである。したがってこの率は高い方が良い。

自己資本が１年間に何回転したかを表すもので、自己資本の利用
度を表すものである。

平均総資本

営業収益－受託工事収益
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　　　下　水　道　事　業　会　計　財　務

令和３年度 令和２年度 令和元年度

（注）上記の算式において用いた用語は次のとおりである。

　　１　総資産＝固定資産＋流動資産＋繰延勘定

　　２　自己資本＝自己資本金＋資本剰余金＋利益剰余金

　　３　総資本＝資本＋負債

　　４　総収益＝営業収益＋営業外収益＋特別利益

　　５　総費用＝営業費用＋営業外費用＋特別損失

　　６　平均＝１／２　（期首＋期末）

77.8

1.1

0.05

1.01

4.5

3.6

1.2

119.8

78.7

1.1

1.1

117.4

％

％

0.05

1.22

5.6

3.7

1.3

121.3

79.0

1.0

％

％

営 業 収 支 比 率

利 子 負 担 率

収
　
益
　
率

そ
の
他

総 資 本 利 益 率

総 収 支 比 率

単位
年度比較

回
　
転
　
率

回

回

回

％

0.05

1.18

6.0

3.7

固 定 資 産 回 転 率

流 動 資 産 回 転 率

未 収 金 回 転 率

減 価 償 却 率

項　　　　目
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　　分　析　比　率　表　　（　２　）

当年度純利益

平均総資本

総 収 益

総 費 用

算　　　　　式

支払利息及び企業債取扱諸費

企　業　債

営業収益－受託工事収益

平均固定資産

×100

期末償却資産＋当年度減価償却額
×100

営業収益－受託工事収益

平均未収金

当年度減価償却額

損益計算書が示す借入資本利子と貸借対照表に示された企業債
とを比較することにより利子率を計算したものである。

説　　　　　明

営業費用－受託工事費用

営業収益－受託工事収益

×100

×100

固定資産が１年間に何回転したかを表すもので、固定資産の利用
度を表すものである。固定資産投資が過剰かどうかを見るのに重
んじられる。

流動資産が１年間で何回転したがを表すものである。
営業収益－受託工事収益

平均流動資産

×100

未収金が１年間で何回転したがを表すものである。

償却資産が１年間にどれだけ償却されているかを表すものである。

企業の投下された資本の総額とそれによってもたらされた利益とを
比較したものである。

総収益が総費用の何％に当たるかを表すものである。

営業収益が営業費用の何％に当たるかを表すものである。
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　下　水　 道　 事　 業　 会　　計

金　　額
構成
比率

金　　額
構成
比率

円 ％ 円 ％ 円 ％ ％ ％

1,353,454,008 59.1 1,367,674,699 60.6 △ 14,220,691 99.0 99.6 100.7

下水道使用料 1,270,482,004 55.5 1,227,695,814 54.4 42,786,190 103.5 102.2 98.8

他会計負担金 82,050,000 3.6 138,930,000 6.2 △ 56,880,000 59.1 71.6 121.2

その他営業収益 922,004 0.0 1,048,885 0.0 △ 126,881 87.9 91.9 104.6

935,004,198 40.9 890,923,532 39.4 44,080,666 104.9 100.5 95.8

受取利息及び
配 当 金

1,618,032 0.1 1,924,932 0.0 △ 306,900 84.1 51.4 61.1

他会計補助金 560,450,000 24.5 567,170,000 25.1 △ 6,720,000 98.8 92.8 93.9

他会計負担金 4,800,786 0.2 5,084,639 0.2 △ 283,853 94.4 94.5 100.1

長期前受金戻入 298,362,608 13.0 290,410,417 12.9 7,952,191 102.7 103.8 101.0

雑 収 益 69,772,772 3.1 26,333,544 1.2 43,439,228 265.0 230.4 86.9

0 0.0 0 0.0 0 0.0 0.0 0.0

2,288,458,206 100.0 2,258,598,231 100.0 29,859,975 101.3 100.0 98.7

すう勢比率

３年度 ２年度

合 計

令和３年度 令和２年度
比較増減

前年度
対　 比

　　　　　　　　区　分

　科　目

収　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　益

営 業 収 益

営 業 外 収 益

特 別 利 益
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比　　較　　損　　益　　計　　算　　書

金　　額
構成
比率

金　　額
構成
比率

円 ％ 円 ％ 円 ％ ％ ％

1,714,188,755 90.8 1,757,049,980 91.3 △ 42,861,225 97.6 99.3 101.7

管 渠 費 103,008,893 5.5 166,870,361 8.7 △ 63,861,468 61.7 86.1 139.4

流域下水道維持
管 理 費 負 担 金

437,452,645 23.1 426,740,631 22.2 10,712,014 102.5 101.2 98.7

普 及 指 導 費 11,518,139 0.6 12,374,042 0.6 △ 855,903 93.1 79.5 85.4

業 務 費 11,329,103 0.6 14,057,937 0.7 △ 2,728,834 80.6 94.8 117.6

総 係 費 36,896,416 1.9 31,818,815 1.7 5,077,601 116.0 108.7 93.7

減 価 償 却 費 1,106,924,424 58.7 1,105,188,194 57.4 1,736,230 100.2 101.0 100.8

資 産 減 耗 費 7,059,135 0.4 0 0.0 7,059,135 皆増 38.8 皆減

172,884,622 9.2 167,342,160 8.7 5,542,462 103.3 93.9 90.9

支払利息及び企
業 債 取 扱 諸 費

109,364,143 5.8 135,254,474 7.0 △ 25,890,331 80.9 69.2 85.6

雑 支 出 63,520,479 3.4 32,087,686 1.7 31,432,793 198.0 242.5 122.5

0 0.0 0 0.0 0 ― ― ―

小 計 1,887,073,377 100.0 1,924,392,140 100.0 △ 37,318,763 98.1 98.7 100.7

401,384,829 ― 334,206,091 ― 67,178,738 120.1 106.2 88.5

2,288,458,206 ― 2,258,598,231 ― 29,859,975 101.3 100.0 98.7

（注）すう勢比率は、令和元年度を100とした。

営 業 費 用

営 業 外 費 用

合 計

特 別 損 失

当 年 度 純 利 益

　　　　　　　　区　分

　科　目

費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　用

令和３年度 令和２年度
比較増減

前年度
対　 比

すう勢比率

３年度 ２年度
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　下　水　 道　 事　 業　 会　　計

金　　額
構成
比率

金　　額
構成
比率

円 ％ 円 ％ 円 ％ ％ ％

28,588,866,112 96.4 28,743,171,453 96.2 △ 154,305,341 99.5 97.8 98.3

有形固定資産 26,478,166,368 89.3 26,566,755,399 88.9 △ 88,589,031 99.7 98.1 98.4

土 地 72,672,646 0.2 72,672,646 0.3 0 100.0 100.3 100.3

建 物 17,396,060 0.1 19,058,711 0.1 △ 1,662,651 91.3 84.0 92.0

構 築 物 25,712,189,968 86.7 25,969,392,379 86.9 △ 257,202,411 99.0 96.8 97.8

機械及び装置 653,789,673 2.2 221,876,607 0.7 431,913,066 294.7 290.8 98.7

車両及び運搬具 74,934 0.0 243,528 0.0 △ 168,594 30.8 18.2 59.1

工具器具及び備品 2,593,087 0.0 3,041,260 0.0 △ 448,173 85.3 74.3 87.2

建 設 仮 勘 定 19,450,000 0.1 280,470,268 0.9 △ 261,020,268 6.9 18.2 262.1

無形固定資産 2,110,699,744 7.1 2,176,416,054 7.3 △ 65,716,310 97.0 93.9 96.8

施 設 利 用 権 2,110,699,744 7.1 2,176,416,054 7.3 △ 65,716,310 97.0 93.9 96.8

1,079,144,250 3.6 1,141,166,514 3.8 △ 62,022,264 94.6 91.5 96.7

現 金 預 金 816,490,357 2.7 730,376,512 2.5 86,113,845 111.8 88.1 78.8

未 収 金 256,136,203 0.9 223,612,312 0.7 32,523,891 114.5 112.4 98.1

前 払 金 6,517,690 0.0 187,177,690 0.6 △ 180,660,000 3.5 26.1 748.5

29,668,010,362 100.0 29,884,337,967 100.0 △ 216,327,605 99.3 97.5 98.2

すう勢比率

３年度 ２年度

合 計

令和３年度 令和２年度
比較増減

前年度
対　 比

　　　　　　　　区　分

　科　目

借　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　方

固 定 資 産

流 動 資 産
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比　　較　　貸　　借　　対　　照　　表

金　　額
構成
比率

金　　額
構成
比率

円 ％ 円 ％ 円 ％ ％ ％

10,099,881,435 34.0 10,715,418,447 35.9 △ 615,537,012 94.3 86.8 92.1

企 業 債 9,992,237,214 33.6 10,611,645,251 35.5 △ 619,408,037 94.2 86.7 92.1

引 当 金 107,644,221 0.4 103,773,196 0.3 3,871,025 103.7 93.4 90.1

1,242,211,018 4.2 1,318,721,793 4.4 △ 76,510,775 94.2 98.7 104.8

企 業 債 1,126,864,314 3.8 1,163,626,319 3.9 △ 36,762,005 96.8 94.8 97.9

未 払 金 107,127,439 0.4 43,144,077 0.1 63,983,362 248.3 182.4 73.5

前 受 金 0 0.0 93,585,000 0.3 △ 93,585,000 皆減 0.0 皆増

引 当 金 8,219,265 0.0 18,365,000 0.1 △ 10,145,735 44.8 79.5 177.6

その他流動負債 0 0.0 1,397 0.0 △ 1,397 皆減 皆増0.0 皆増

7,718,381,805 26.0 7,644,046,452 25.6 74,335,353 101.0 100.8 99.9

（ 負 債 合 計 ） 19,060,474,258 64.2 19,678,186,692 65.8 △ 617,712,434 96.9 92.8 95.8

10,003,086,875 33.8 9,585,737,292 32.1 417,349,583 104.4 108.9 104.3

自 己 資 本 金 10,003,086,875 33.8 9,585,737,292 32.1 417,349,583 104.4 108.9 104.3

借 入 資 本 金 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0.0 0.0

企 業 債 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0.0 0.0

他会計借入金 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0.0 0.0

604,449,229 2.0 620,413,983 2.1 △ 15,964,754 97.4 88.3 90.6

資 本 剰 余 金 68,911,296 0.2 68,911,296 0.2 0 100.0 100.0 100.0

受託者負担金 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0.0 0.0

工 事 負 担 金 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0.0 0.0

国 庫 補 助 金 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0.0 0.0

他会計補助金 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0.0 0.0

受贈財産評価額 68,911,296 0.2 68,911,296 0.2 0 100.0 100.0 100.0

利 益 剰 余 金 535,537,933 1.8 551,502,687 1.9 △ 15,964,754 97.1 87.0 89.6

減 債 積 立 金 43,795,674 0.1 90,357,430 0.3 △ 46,561,756 48.5 34.5 71.2

建設改良積立金 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0.0 0.0

当年度未処分 491,742,259 1.7 461,145,257 1.6 30,597,002 106.6 100.6 94.4

（ 資 本 合 計 ） 10,607,536,104 35.8 10,206,151,275 34.2 401,384,829 103.9 107.5 103.4

29,668,010,362 100.0 29,884,337,967 100.0 △ 216,327,605 99.3 97.5 98.2

（注）すう勢比率は、令和元年度を100とした。

　　　　　　　　区　分

　科　目

貸　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　方

令和３年度 令和２年度
比較増減

前年度
対　 比

すう勢比率

３年度 ２年度

固 定 負 債

合 計

流 動 負 債

資 本 金

剰 余 金

繰 延 収 益
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　下　水　道　事　業

令和３年度 令和２年度

人 52,775 52,989

戸 21,398 21,156

㎥ 10,224,280 10,134,792

㎥ 7,176,850 6,979,703

％ 70.2 68.9

㎥ 28,012 27,767

㎥ 19,663 19,122

円／㎥ 132.08 134.18

円／㎥ 177.03 175.90

円／月 3,118 3,118

一 般 家 庭 用 ㎥／日 15,567 15,538

工 場 用 ㎥／日 3,830 3,284

そ の 他 ㎥／日 266 301

計 ㎥／日 19,663 19,122

ｋｍ 1.9 2.8

年　　度　　比　　率　

年 間 １ 日 平 均 処 理 水 量

年 間 １ 日 平 均 有 収 水 量

汚 水 処 理 原 価

現 在 水 洗 人 口

水 洗 戸 数

年間処理水量　　（Ａ）

年間有収水量　　（Ｂ）

項　　　　目 単位

　　　　　　　　　　　　　　 ４
　　　　　　　  ８
　　　　　　　　　　　　　　 ４

人
　　　　　　　　　　　　　　 ４
　　　　　　　  ８
　　　　　　　　　　　　　　 ４

有　　収　　率　　（Ｂ）／（Ａ）

使 用 料 単 価

家 庭 用 ２ ０ ㎥ 当 た り 料 金

用
途
別
有
収
水
量

管 渠 延 長

　　　　　　　　　　　　損益勘定
職　　員　　数
　　　　　　　　　　　　資本勘定
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業　務　実　績　表

令和元年度

％ ％ ％

53,184 99.6 99.2 99.6 年度末現在

20,890 101.1 102.4 101.3 　　　〃

9,709,178 100.9 105.3 104.4 年　度　額

7,102,525 102.8 101.0 98.3 　　　〃

73.2 101.9 96.0 94.1 　　　〃

26,528 100.9 105.6 104.7

19,406 102.8 101.3 98.5

127.74 98.4 103.4 105.0

175.01 100.6 101.2 100.5

3,118 100.0 100.0 100.0

15,648 100.2 99.5 99.3 年　度　額

3,403 116.6 112.5 96.5 　　　〃

355 88.4 75.0 84.8 　　　〃

19,406 102.8 101.3 98.5 　　　〃

1.2 66.7 155.3 232.6

　　　　（注）　すう勢比率は、令和元年度を100とした。

　　　　　　　　　　　　　　  ４
　　　　　　　　８
　　　　　　　　　　　　　　　４

100.0 年度末現在100.0100.0

前年度対比 備　　　考
すう勢比率

令和３年度 令和２年度
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４監第１５号 

令和４年(2022 年)8 月 25 日 

 

 茅野市長 今井  敦 様 

 

茅野市監査委員 山 﨑 文 男 

                      同    奥 原 正 夫 

                      同    伊 藤 玲 子 

 

 

   令和３年度茅野市一般会計等決算に基づく健全化判断 

比率等審査意見について（報告） 

 

 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び同法第２２条第

１項の規定により、審査に付された令和３年度茅野市一般会計等決算に基づく

健全化判断比率及び資金不足比率を審査したので、意見を付して報告します。 
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令和３年度健全化判断比率及び資金不足比率審査意見書 
 

第１ 審  査  対  象 

１ 健全化判断比率（法第３条第１項） 

  （１）実質赤字比率 
（２）連結実質赤字比率 
（３）実質公債費比率 
（４）将来負担比率 
２ 資金不足比率（法第２２条第１項） 

 

第２ 審 査 実 施 日 
   令和４年８月３日 
  
第３ 審 査 の 方 法 及 び 概 要 

 茅野市監査基準に基づき健全化判断比率及び資金不足比率の審査は、市長から提出さ

れた健全化判断比率及び資金不足比率並びに各比率算定様式及び算定の基礎となる事

項を記載した書類が適正に作成されているか審査するとともに、各比率が適正な水準に

ある事について確認しました。 
 

第４ 審 査 の 結 果 

   以下に記載する意見は、３人の監査委員の合議により決定したものです。 
 
１ 総合意見 

  審査に付された下記、健全化判断比率及び資金不足比率並びに各比率算定様式及び算

定の基礎となる事項を記載した書類は、いずれも適正に作成されているものと認められ

ます。 

比 率 名 令和３年度(％) 
早期健全化基準（％）

(⑤は経営健全化基準） 
備考 

健

全

化 
判

断

比

率 

① 実質赤字比率 ― 12.60  

②連結実質赤字比率 ― 17.60  

③実質公債費比率 6.9 25.0  

④将来負担比率 44.7 350.0  

⑤資金不足比率 

水道事業会計 ― 

20.0 

 

下水道事業会計 ― 

国保診療所特別会計 ― 
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２ 個別意見 

① 実質赤字比率について 
令和３年度は対象となる一般会計の実質収支額が１，５００，９３８千円の黒字と

なっており、実質赤字比率の算出対象外であり、数値なしとなっています。 
② 連結実質赤字比率について 

令和３年度は対象となる一般会計、国民健康保険特別会計、後期高齢者医療特別会

計、水道事業会計、下水道事業会計及び国民健康保険診療所特別会計における実質収

支額及び資金不足額・資金剰余額の合計額は、６，２６６，２５４千円の黒字となっ

ており、連結実質赤字比率の算出対象外であり、数値なしとなっています。 
③ 実質公債費比率について 

   令和３年度実質公債費比率は６．９％となっており、早期健全化基準の２５．０％

と比較すると、これを下回っており、健全な水準にあると判断します。 
④ 将来負担比率について 

令和３年度の将来負担比率は４４．７％となっており、早期健全化基準の３５０．

０％と比較すると、これを下回っており、妥当な水準であると判断します。 
⑤ 資金不足比率について 

令和３年度の比率の算出対象となる水道事業会計、下水道事業会計及び国民健康保

険診療所特別会計の３会計は、それぞれ資金不足を生じておらず剰余金を計上してお

り、資金不足比率の算出対象外であり、数値なしとなっています。 
 
３ 是正改善を要する事項等 

  今回実施した令和３年度の健全化判断比率及び資金不足比率の審査においては、審査

対象である全ての比率について早期健全化基準等の判断値をクリアしており、茅野市の

財政は、この比率の範囲内においては、良好な状態にあるものと考えます。 
  しかしながら、現在の財政運営は社会情勢も相まって、大変、厳しいものがあり、今

回審査対象とした比率の健全化判断のみでは、必ずしも当市の財政状況の全てを判断で

きるものではないと考えます。 
  今後も社会情勢は先行き不透明な状況にあることから、引続き実質公債比率・将来負

担比率等の健全な比率の維持、向上に留意し、将来を見据えた財政運営に努めていただ

きたいと思います。 
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実質公債費比率 
   令和３年度は６．９％で前年度より０．１ポイント増加しています。実質公債費比率の

推移は次表のとおりです。 
 
 

 
 
 
 
（参考）１ 実質公債費比率は、平成１７年度から導入された指標で、従来の起債制限比率の

算定には対象とされなかった公営企業会計の公債費に充当した繰出金や、一部事務

組合の公債費に係る負担金等を含め、「実質的な公債費」が「標準的な財政規模」に

占める割合を示したものです。 
      比率が２５％以上になると、早期健全化団体となります。 
    ２ 類似都市の令和２年度平均実質公債費比率は６．４％です。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

9.8
8.7

8.6

9.0
9.3

8.8
7.9

7.3

6.8 6.9

0

2

4

6

8

10

12

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3

（％） 実質公債費比率

（年度）
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将来負担比率 
 令和３年度は４４．７％で、前年度より３．５ポイント減少しています。将来負担比率

の推移は次表のとおりです。 
 
 
 

 

 
 
 
（参考）１ 将来負担比率は、平成１９年度から導入された指標で、一般会計が将来負担

すべき実質的な負債の標準財政規模を基本とした額に対する比率です。 
      一般会計等の借入金（地方債）、公営企業、広域連合、一部事務組合、及び出

資法人に対して将来を支払っていく可能性のある負担金を現時点での残高を

指標化したものです。 
      比率が３５０％以上になると、早期健全化団体となります。 
    ２ 類似都市の令和２年度の平均将来負担率は２５．１です。 
 
 
 
 

99.5

116.1
110.5

98.4 96.8

87.8

62.7 60.1

48.2
44.7

40

60

80

100

120

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3

（％）

将来負担比率

（年度）
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＊この冊子は再生紙を使用しています。 


